




事 業 報 告 書
平 成 16 年 度
２００４
独 立 行 政 法 人
国 立 国 語 研 究 所
はじめに
， 。国立国語研究所は昭和 年に設置され 平成 年 月に独立行政法人制度に移行した23 13 4




本書はここに規定された報告書として，研究所の中期計画第 年次即ち平成 年度に4 16
おける事業の実績についてまとめたものである。






平成 年 月17 6
独立行政法人 国立国語研究所長


































































































































た活動を継続している。平成 年 月の独立行政法人化以後，日本語研究，日本語教育，日本13 4
1 5語情報資料の三つの分野を覆う組織体制により，分野相互の連携を緊密に図りながら，第 期
か年中期計画に掲げた各種の調査研究・事業を行っている。









定，新庁舎の設計，建設工事などを経て，平成 年 月に新庁舎完成を迎え，平成 年 月16 10 17 1




計画期間終了の 年以上前の平成 年度前半の段階から「前倒し」で，研究所全体についての1 16
抜本的見直しを求めるものとなり，平成 年度末現在，まさに進行中である。独立行政法人の16
うち，平成 年 月に見直しの結論を示された約半数の法人の中には，組織の統廃合，業務の16 12
縮減・廃止等を厳しく求められた機関が少なくない。国立国語研究所は，残された半数の法人の








『日本語話し言葉コーパス （ コーパス ：電子化された大量の言語資料）の公開・供用を本格』「 」


















国立国語研究所は独立行政法人化を機に，従来の センター 研究部 研究室を 部門 領1 6 18 3 6
域に再編し，柔軟かつ機動的な研究活動を実施しうる体制にするとともに，所長，理事をはじめ
幹部職員から構成される運営会議を研究所運営の中心機関に位置付け，併せて各種委員会・部会




んのこと マスメディアや啓発図書 発表会などの各種行事を通じての普及広報活動を積極的に, ,
展開した。研究所ホームページには 千件 平成 年度 のアクセスがあり 啓発図書の刊行5,232 ( 16 ) ,
や各種行事の開催についても所期の目標を達成した。
, 16科学研究費補助金，経済産業省等の委託事業及び版権使用料等の外部資金獲得額は 平成
年度は約 億 千万円であった。1 2
なお，国立国語研究所は 平成 年 月末日までに北区西が丘旧庁舎から立川新庁舎への移, 17 1





ーパス 電子化された大量の言語資料の集まり を構築することを目的としている。具体的には，( )
第一に，平成 年に刊行された月刊雑誌 種から約 万字規模の標本を抽出し，そこで使用6 70 200
- 3 -
されている語彙，文字・表記について調査を行っている。平成 年度は 「語彙表」作成作業を16 ，
完了し，報告書『現代雑誌の語彙調査』を刊行するとともに 「文字・表記分析編」の作成準備，
を進めた 第二に 現代日本語の確立期 世紀末から 世紀初め によく読まれた総合雑誌 太。 ， 『(19 20 )
陽』を取り上げ，そのうちの 冊，約 万字分について良質のコーパスを構築して，確立60 1,500







について 例えば 外来語の増加に関連する問題等を取り上げて 大規模かつ継続的な調査を 意， ， ， 「
識調査（言葉に関する国民の意識を様々な側面から探る調査 」と「実態調査（日本語の実際の）










情報処理学会の 者が連合体を組み，競争的公募を経て発足した 年計画の「府省庁横断プロジ3 4













等）に関する全国 地点での臨地調査の結果を 『方言文法全国地図』全 集として刊行して807 6，
- 4 -
いる。既に第 集までを刊行しており，平成 年度は，最終巻である第 集「待遇表現」の編5 16 6





17普及活動を行うとともに コーパス添付の電子マニュアルを改訂した解説の執筆を進め 平成， ，
年度報告書として刊行するための準備を行った。
５．日本語教育の研究

















16 12を作成したほか 韓国調査の韓国語版報告書の作成や韓国での学会発表も行った また 年， 。 ，
， 。月の国立国語研究所公開研究発表会は この海外調査の視点や結果をテーマにしたものであった
， 『 』これらの他に 世界各国の言語テストに関する調査結果をまとめた報告書 世界の言語テスト









， ， 。の収集・分析 定例的な研修会合等を経て修了レポート作成を行う 約 か月のコースである10
平成 年度は 名が参加した。16 14
研究プロジェクトコースは，研究所が進める研究プロジェクトに関連する講義受講，研修生自
身による資料の収集・分析など実践的な研究活動を行う研修コースである 平成 年度分は 中。 「16
国語母語話者に対する日本語教育の方法に関する研究」のテーマの下， 名が研修を行ってい10
（ ， ， ）。る これとは別に 平成 年度分のコースを平成 年度後半まで継続して 名が修了した15 16 10
短期研修は，そのつど異なるテーマを掲げて，講演，討論，ワークショップ等の形式により行
う半日ないし 日程度の研修会である。平成 年度は東京で 回，名古屋で各 回，計 回開2 16 4 1 5
催し，延べ約 名の参加があった。550
遠隔研修は，コンピュータを利用した日本語教育の方法や教材開発について，主にインターネ
ットを介して行う研修で，平成 年度は延べ 名が参加している。16 28
14上記の研修事業と並んで，日本語教育に関する各種の事業を継続している。そのうち平成























































国立国語研究所は，平成 年 月の独立行政法人化を機に，従来の 研究部 研究室を大き13 4 6 18








, , 3（１）立川新庁舎への移転を控え 関連業務をより迅速かつ的確に遂行するために それまで
つに分けていた作業委員会（移転整備実施委員会 図書館委員会 ネットワーク委員会）, ,












国際交流委員会：甲斐睦朗 韮澤弘志 鷲見高志（七五三掛哲郎： 年 月まで）17 1
相澤正夫 杉戸清樹 熊谷康雄 吉岡泰夫 米田正人 山崎誠
前川喜久雄 井上優 柳澤好昭 伊藤雅光 横山詔一









平成 年度実施の第 回国際シンポジウムは，日本語学会との共催事業として「世界の16 12
日本語研究の新たな発展を求めて」というテーマの下，海外から下記の 名の研究者を国立4
国語研究所の招へいにより講演者として招いて実施した（研究業務番号 。これら 名が27 4）











れた「 年日本語教育国際研究大会＜ 世紀の日本語教育現場を考える＞」に，研究所2004 21
の研究事業に関係のある下記の 名の海外研究者を研究所の招へいにより講演者・発表者と4














第 期生 冷 麗敏（中国） 平成 年 月から1 15 10




習環境と学習手段に関する調査研究 （研究課題番号⑤， ）の海外調査に関連させた内容」 22
でのアンケート調査が中国で実施される過程で，調査票の作成，配布・回収の仲介等を当該
















に関しては，業務番号 に詳述する 。6 ）
また，研究所の招へいによらない，当事者の所属機関等からの依頼による滞在研究員も例
年通り受け入れ，平成 年度は合計 名（米国 名，中国 名）が滞在研究を行った。こ16 4 1 3
の中には，学術交流協定に基づく北京日本学研究中心博士課程大学院生の滞日研究の受け入
れ（特別研究生） 名も含んでいる （具体的には，４．附帯業務（２）研究機関等の求め1 。























ト「日本語教育の学習環境と学習手段に関する調査研究 （業務番号 ， ）の成果を踏ま」 21 22
えながら指導・協力した。

















④ 活用日本語教育支援（事業実施協力，素材提供等 業務番号 ， ， ）IT 51 52 53
（４ 「大規模な国内共同研究」としては，特に組織的な共同体制によるものとして次の 件） 3
が挙げられる。具体的な内容については，それぞれの項目を参照されたい。
① 科学技術振興調整費開放的融合研究制度により平成 年度に完成させ，平成 年度に15 16
21 COE公開供用した「日本語話し言葉コーパス」の活用に関連して，東京工業大学 世紀














・平成 年度国際シンポジウムの企画運営担当者：杉戸清樹 吉岡泰夫 井上優16
椙本総子








（２）上記の方針に基づいて国際交流委員会で企画を検討した結果，平成 年度は第 回国16 12
， ，「 」際シンポジウムとして 日本語学会と共催し 世界の日本語研究の新たな発展を求めて












招へいした 名は研究大会日程の前後 日～ 日の短期招へい研究員として研究所に滞在4 3 7






貴重な機会となった。報告書として『 年日本語教育国際研究大会 - 世紀の日本語2004 21




























・ 活用日本語教育支援（事業実施協力，素材提供等 業務番号 ， ， ）IT 51 52 53
平成 年 月に所長裁定として定めた「海外研究員」制度に基づき，平成 年度は具体15 10 16
的な委嘱の実現を目指して委嘱契約の手順や内容，謝金や経費の送金方法等について検討を
進めた。上記の研究事業のうち， 活用日本語教育支援の事業において「韓国内外の日本語IT













































， （ ， ）の収集における 国の内外の日本語教育機関や教育関係者からの協力 業務番号 46 52
- 14 -
平成 年度は，これらのほかに次の 件を実現して，外部機関・研究者との連携共同を今後16 3
更に展開するための基礎固めを行った。
（１）中国・上海の華東師範大学外国語学部と学術交流協定を締結した。
平成 年 月に所長はじめ 名が上海の同大学を訪問し，かねて両機関の間で協議を重17 1 4
ねてきた「学術交流協定」を正式に締結し，合意書を取り交わした。これは，平成 年に12
， （ ）中国・北京日本学研究センター 平成 年 月に韓国・国立国語院 旧・国立国語研究院15 10
とそれぞれ締結した学術交流協定に続いて，研究所にとっては 件目の国際的な学術交流協3
。 ， ， 。定となった この協定に基づき 両機関の刊行した研究報告書 資料等の交換が開始された
（２）学術交流協定を既に結んでいる 機関と以下の交流事業を行った。2
○北京日本学研究中心
・ 年日本語教育国際研究大会（業務番号 で報告）への研究者招へい2004 4










， （ ）。究発表や研究情報交換を通じて 将来の本格的な学術交流に向う契機を得た 業務番号 5
（４ 『海外言語政策関連参考資料 』を作成した。） 3
15 1 2平成 年度に作成した 海外言語政策関連参考資料 ・国語基本法制定 案 説明 同『 （ ） 』『
・国語発展総合計画（案 』に続いて 『同 ・漢字教育と漢字政策についての国際学術会議） ， 3




















ては，平成 年度に全面改定（ 上に再構築）したシステムを基礎に，運用を継続（利用15 Linux



























。上に他機関との連携を推進し 新分野の開拓 コミュニティーの拡大を図る必要がある, ,
④ 日本国のために何をなすべきかという大局的な視点を持ちつつも 一方では産業界と,
の提携を視野に入れていくべき。
















総務省政策評価・独立行政法人評価委員会は，平成 年 月 日付で評価結果につい16 12 10










に 研究所の中心機関である運営会議と各部門 委員会 部会等間の連携体制を密にし, , ,
た。
③ 研究事業の評価の際には ①その仕事は本当に必要か②独立行政法人たる国立国語研,




独立行政法人制度の趣旨と特徴 平成 年度国立国語研究所財務諸表 現在の研究所の課題, 15 ,
等に関する研修会を実施した。
１０．省エネルギー，ペーパーレス化の推進等
















平成 年度においても既定事業の経費の節約を図るなど努力をしたところ の効率16 , 2.81%
化を達成した（特殊要因事業は除く 。）
（１）節減の起点となる基準額
＝（運営費交付金等 - 特殊要因予算 - 自己収入予算）÷（1 - 効率化係数）




＝決算額 - 特殊要因支出額 - 自己収入決算額






なお 国立国語研究所の施設と同規模かつ同程度の事務所ビルにおける電気消費量は ビ， ，「
ル管理ハンドブック（オーム社 」の調査による同程度施設の に対し，研究所） 1,274,000kwh


















① 報告書に掲載する記号を除く延べ約 万語（一般 万語，助辞 万語）に対する付106 73 33




































































較語彙研究 （平成 年 月 日，韓国・梨花女子大学）VII 16 8 24
48 16② 山崎誠 小沼悦 現代雑誌における語種と品詞 計量国語学会第 回年次大会 平成「 」 （
年 月 日，東京工業大学）9 11
③ 山崎誠「国立国語研究所における用字用語調査 （平成 年 月 日，韓国・国立国」 16 10 27
語研究院）
④ 山崎誠「用字と用語－語彙調査の果たした役割－」第 回「ことば」フォーラム（平24








国立国語研究所が行った「雑誌九十種の用字用語調査 （昭和 年の雑誌資料を使用）と」 31
の比較ができるよう，見出し語の長さや語形，また同音異義語の区別などを統一しているた
め，国立国語研究所の語彙調査では，初めて，過去の調査との比較が可能になった。これに
より， 世紀後半の約 年の間の語彙の変化を明らかにすることができる。20 40
（２ 「文字・表記分析編」の作成準備）
『 』 ，平成 年度に刊行した報告書 現代雑誌の漢字調査 において示した成果を活用すべく13














・ 点検用台帳（ を印字したもの ：約 ページKWIC 28,500）
＜電子媒体＞
・ 抽出標本の電子化ファイル： Ｍの - で 枚700 CD R 16
70 6.5MB・ データ本文ファイル： ファイル
KWIC 119 315MB・ 点検用 ファイル： ファイル
















研究員：相澤正夫 山崎誠 笹原宏之 田中牧郎 小椋秀樹 山口昌也
研究補佐員：吉田谷幸宏
（ ） （ ） （ ）協力者：島田泰子 香川大学 中川美和 東京都立大学 馬場俊臣 北海道教育大学
















150 1600にした これにより 約 万字がデータから除かれることになったが 除外分が全体。 ， ， （
万字）に占める割合はわずかであり，コーパスへの質への影響は軽微なものと判断される。
（２）全文検索システム『ひまわり』は 『太陽コーパス』を活用するために開発されたソフ，













































－ 『国語論究 言文一致運動 ，明治書院」， 』11
（２）田中牧郎（ 「 敏感』の誕生と定着－『太陽コーパス』を用いて－ 『日本近代2004），『 」，
語研究』 ，ひつじ書房4






3 241『 』 ， ，ひまわり は 国立国語研究所のホームページから無償で入手できるようにし 月末現在で
件のダウンロードがあった。
文化庁が編集する広報誌に，次の紹介記事を執筆した。
（ ） （ ）「 」（『 』 ， ）５ 田中牧郎 現代語の確立過程を調べる情報庫 文化庁月報 ぎょうせい2004 429
○実施に伴う基礎資料の整備状況
（１ 『太陽コーパス』のデータ本体： 枚（約 ）） CD-ROM1 250MB












研究員：杉戸清樹 吉岡泰夫 尾崎喜光 熊谷智子 塚田実知代

















既に刊行した『学校の中の敬語 ・ 』については，川口義一氏（早稲田大学大学院教授）に1 2
よる書評が『社会言語科学』 （ 年 月発行）に掲載され 肯定的な評価が与えられてい6-2 2004 3 ,
る。報告書の売れ行きは好調で 『学校の中の敬語 』の残部は 部（ 部作成 『学校の中， ），1 15 200

















（１）尾崎喜光「日本語の男女差の現状と評価意識 『日本語学』 ， ， 年」 23-7 pp.48-55 2004
月6
（２）熊谷智子 （ ）"The Role of Repetition in Complaint Conversations" Polly Szatrowski Ed.
pp.199-220, ,Hidden and Open Conflict in Japanese Conversational Interaction. くろしお出版
年 月2004 5
【広報紙等】
（１）尾崎喜光「 問 〕高校の教師をしていますが，生徒を呼ぶときに親しみを込めて「オ〔 4
マエ」と言っていいのか迷います。生徒たちは教師からの「オマエ」をどう受け止めてい
るのでしょうか 『新「ことば」シリーズ 伝え合いの言葉 （国立国語研究所編集・。」 』18
発行，国立印刷局 ， 年 月） 2005 3
２ 熊谷智子 言葉で人とかかわりあう 新 ことば シリーズ 伝え合いの言葉 国（ ） 「 」『 「 」 』（18
立国語研究所編集・発行，国立印刷局 ， 年 月） 2005 3
【マスコミ関係】
（１）尾崎喜光「＜連載・日本語の現場＞ 職場で・ 区長は「殿」が似合う？ 『読売新42 」
聞』 年 月 日（コメントの掲載）2004 6 4
（２）尾崎喜光「＜サザエさんをさがして＞ 敬語 『朝日新聞』 年 月 日（コメン」 2004 7 17
トの掲載）
（３）尾崎喜光「＜生活探偵＞ 自分のことを「うち」 関東でなぜ？ 『読売新聞』 年」 2004
月 日（コメントの掲載）8 4
（４）尾崎喜光「 様（さま）～ず』な男たちヒストリー 『女性セブン』 年 月 日号『 」 2004 8 12
（コメントの掲載）
（５）尾崎喜光「お元気ですか日本列島・＜気になることば＞ これって敬語っすか？」
『 総合テレビ』 年 月 日放送（コメントの放送）NHK 2004 8 2
（６）尾崎喜光「ものしり一夜づけ・＜徹底解剖イケてる 代＞ 言語学 『 総合テレ50 NHK」
ビ』 年 月 日放送（コメントの放送）2004 9 14
（７）尾崎喜光「＜ズバリお答え！ 日本語Ｑ＆Ａ＞ 「よろしかったでしょうか」は正しい

































（ ） （ ） （ ）協力者：内間直仁 琉球大学 小林隆 東北大学大学院 佐藤亮一 東京女子大学
沢木幹栄（信州大学） 日高水穂（秋田大学）
『方言文法全国地図』の最終巻である第 集（平成 年度出版予定「待遇表現編 ）の編集を6 17 」
継続した。限られた枚数の地図で効果的な情報提示を実現するために 平成 年度までに決定, 15


















ページ 。これにより，地図解説原稿約 ページと解説書原稿の執筆を完了した。） 300
本研究に関連して，以下のデータ公開，関連論文の公表等を行った。
【ホームページ上でのデータ公開 参照】http://www.kokken.go.jp/hogen
第 集の地図見出しと資料一覧による調査原資料とを対応させたデータを作成し 公開した 平1 ， （
16 4 5 16成 年 月 第 集の凡例文字データと見出し番号の一覧データを作成し 公開した 平成）。 ， （
年 月 。公開済みのデータに関して，発見された誤りを随時修正して全データを公開した。4 ）
【論文】
「 （ ） 」『 』 （ ）大西拓一郎 地理情報システム を利用した日本語研究 日本語学GIS , 23-15, p.18-28, 2004.12
【広報紙等】
「『 』 」『 「 」 』（ ）大西拓一郎 方言の旅 を巡って 国立国語研究所第 回 ことば フォーラム, 20 , 2004.05
「 」（ ）『 「 」 』（ ）（ ）大西拓一郎 問 問 新 ことば シリーズ ：伝え合いの言葉 国立印刷局1 , 18 , 2005.03
三井はるみ「方言と標準語」 江東区古石場文化センター講座「ことばを遊ぶ－大人のための日,
本語講座－」 江東区古石場文化センター （ ）, , 2004.07
三井はるみ「話し言葉－方言研究を中心に－」 『国立国語研究所第 回「ことば」フォーラ, 24
ム』 国立国語研究所 （ ）, , 2004.12.18
「 」（ ）『 「 」 』（ ）（ ）三井はるみ 問 問 新 ことば シリーズ ：伝え合いの言葉 国立印刷局1 , 18 , 2005.03
【マスコミ関係】
大西拓一郎「食器を水に浸す意味を表す「ウルカス」は方言か」 ニッポン放送 （ ）, , 2004.12
【執筆協力】
吉田雅子「方言関係新刊書目」 『日本方言研究会研究発表会発表原稿集』 ・ （日本方言研, 78 79
究会） （ ， ）, 2004.05 2004.11
吉田雅子『全国方言談話データベース第 巻長野・山梨・静岡 （国書刊行会） （ ）8 , 2004.6』
（ ）『 』（ ）（ ）（ ）吉田雅子 共編 デジタル版山梨方言集 山梨ことばの会 ＋冊子2004 , CD-ROM , 2005.03


























15 18 DVD-ROM平成 年度末に構築を完了した『日本語話し言葉コーパス』を公開した。 枚の
1407 3302 , 662 , 72GB , 326MB ,には 名の話者による 講演の 音声信号（ 時間 ） 転記テキスト（ ）
8GB , 551MB , XML形態論データ（ ） 分節音・イントネーションラベル（ ） 各種情報を統合した
文書（ ）等が ページの電子マニュアルとともに記録されている 『日本語話し言葉コ4.4GB , 270 。
ーパス』は質・量の両面において世界最高水準の音声データベースであり 殊に研究用付加情報,
の豊富さにおいては，世界中のいかなる音声データベースをも凌駕している。
平成 年 月の一般公開開始後 現在までに国内外から 件の利用申込みがあった。その16 5 , 219












。 。した解説文書の執筆を進めている この文書は平成 年度に研究報告書として刊行予定である17
また 利用者に一層の利便を提供するために 形態論データを （関係データベース）に編, , RDB
, 21 COE成し ネットワーク上で提供するための準備を進めた。この作業は東京工業大学の 世紀
「大規模知識資源の体系化と活用基盤構築」と共同で実施した。
○学術的有用性
現時点で最も頻繁に利用されているのは音声認識研究の領域であり ここ数年間 日本音響学, ,
『 』 。会の研究発表会では 日本語話し言葉コーパス を利用した研究が毎回 件程度発表されている5
人文系では日本音声学会 社会言語科学会 情報処理学会 日本語学会などで研究発表が行われて, , ,
いる。また雑誌「日本語学」 に書評が掲載され 高い評価を得ている。平成 年度より開23-9 , 16
始した『日本語話し言葉コーパス』に記録された言語変異現象の解析については 平成 年度, 17
より成果を発表し始める予定である。
○社会的有用性








, 15,111-133, 2004:04.（１）前川喜久雄「 日本語話し言葉コーパス』の概要」日本語科学『
（２）小椋秀樹 山口昌也 西川賢哉 石塚京子 木村睦子「 日本語話し言葉コーパス』におけ, , , , 『
, 16, 63-113, 2004:10.る単位認定」日本語科学
, 8 3 , pp.35-40, 2004:12.（３）前川喜久雄「脳科学への期待」音声研究 （ ）
Fujimoto, Masako and Takayuki Kagomiya, "Gemination of Consonant in Spontaneous Speech:（ ）４
IEICE transactions on Information andAn Analysis of the Corpus of Spontaneous Japanese ",‘ ’






（２）前川喜久雄「コーパス構築と流通の課題 を作りながら考えたこと 」言語資源―CSJ ―
.シンポジウム発表資料集
Maekawa, Kikuo. “Toward a pronunciation dictionary of Japanese: Analysis of CSJ.”（３）
, TokyoProceedings of the Symposium on Large-Scale Knowledge Resources LKR2005（ ）
Institute of Technology, 21 Century COE Program, pp.43-48, 2005:3.st
（４）小磯花絵，間淵洋子，前川喜久雄 「助詞の撥音化現象： 日本語話し言葉コーパス用. 『











































































「 ， 」年度のテーマとして 日本語作文の評価と それに基づく指導法の開発に関する調査研究
を取り上げた。平成 年度（平成 年 月から 月まで）の研修生 名は，この｢言15 16 1 10 10
語資源｣プロジェクトで収集したデータ等も使用しつつ，作文評価・作文指導法に関する







ら収集した 種類の発話データ（朗読 スピーチ ロールプレイ）が，日本語と母語の両3
方で収録されている。また比較のため，同じ課題に基づく日本語母語話者の発話データも
収集されている。













































「 」 ， ， ， ， ，発話対照データベース は 前述のとおり 単一のデータだけでなく 朗読 スピーチ
ロールプレイという 種類の異なる発話データを収録しているため，音声教育・文法教育・3












ールプレイ・データを用いた対話研究－ ，日本語教育学会秋季大会（ポスター発表 ，」 ）
於：新潟大学， 年 月2004 10
（３）｢論理構造表示システム｣を用いた作文指導案を，以下の学会で発表した。
宇佐美洋・池田玲子 「 による作文添削情報表示システムの開発と，その応用 ，日本語， 」XML
教育学会春季大会（ポスター発表 ，於：東海大学， 年 月） 2004 5
（４）｢作文対訳データベース｣を用いた研究発表を，以下の海外研究会で行った。
椙本総子 「母語訳によって浮き彫りになる学習者の日本語作文の問題点－ 「ドイツ語母語，
話者による日本語作文とそのドイツ語との対訳データベース」を使って－ ，第 回日」 17
本語教育連絡会議，於：土日基金文化センター（トルコ･アンカラ ， 年 月） 2004 8
宇佐美洋 「フランス語母語話者の日本語作文における「意図不明表現」－執筆者本人による，
母語訳との対照からわかること－ ，第 回 ヨーロッパ日本語教育シンポジウム，於：」 9
リヨン第 大学（リヨン・フランス ， 年 月3 2004 8）
○成果報告書等の内容の充実度
「発話対照データベース （モニター版）に収録されているデータの分量は，以下のとおりで」
ある。なお以下で「データ」というのは 「 つの電子ファイルとして保存されている，ひとま， 1
とまりの発話」のことである。
日本語発話データ
朗読 人当たり データ （中・韓・タイ・日）＝ データ1 3 ×4 120
スピーチ 人当たり データ 名 ＝ データ1 4 ×10 ×4 160
ロールプレイ 組（ 人）あたり データ 組 データ1 2 4 ×5 ×4=80
母語発話データ
朗読 人当たり データ （中・韓・タイ）＝ データ1 3 ×3 90
スピーチ 人当たり データ 名 ＝ データ1 4 ×10 ×3 120
ロールプレイ 組（ 人）あたり データ 組 データ1 2 4 ×5 ×3=60
モニター版に収録されている全データ時間は，約 時間，ファイルサイズは約 になる。30 5GB
また音声データは， で収録したものを， にダウンサンプリングしてデータベ48kHz, 16bit 16kHz






収録総データ量は約 に達するため， では容量が不足する。かつ，音声データの5GB CD-ROM
中には ファイルあたりのサイズが数十 に達するものもあるため，ネットワーク上での配1 MB
信も困難である（音質を下げればネット上での配信も可能であるが，機械を用いた音声分析に使
用する可能性も考え，音声データ形式は の ファイルとした 。これらの事情を考え16kHz wave ）
- 36 -


















研究員：杉戸清樹 井上優 柳澤好昭 宇佐美洋 金田智子 小河原義朗





















リーダーシップに関する研究 （基盤研究（ （ ） 代表者：柳澤好昭）で資料を収」 ）B 2
集し，整理したものを基盤に，検討と 上での公開，報告書の作成，国内外連携にWeb
よる日本語教師教育に関する会議の実施を行っている。また， 事業「 を活用e-Japan IT
した日本語学習環境の整備」のコンピュータ利用日本語教育の巡回指導における教師の
e-Japan行動観察に関する資料も参考にしている 会議開催や日常の意見交換に際しては。 ，


































オ 短期研修の成果報告書として 『日本語教育ブックレット 』及び『同 』を刊行した， 7 8





















15（ ）「 」 ，１ 国内の教師養成機関における教師教育の実態に関する資料の作成 に関しては 平成
年度までの結果は平成 年度前半に 上で公開したが，平成 年度についても，公16 Web 16
開に当たって関係機関や個人の了解を必要とするため，平成 年度前半に 上で公開17 Web
する。平成 年度までのものは主に 上で資料として提供されるが，最終年度の平成16 Web
年度は， 上での公開とは別に「国内外連携の日本語教師教育について （仮称）と17 Web 」
いう報告書が作成される。





































体の分析，比較対照的な記述は平成 年度に報告書等で行う計画である。平成 年度に17 16
は，研究所の公開研究発表会「これからの日本語学習支援を考える－学びを支えるモノ・

























ア 量的調査 大学 日本語学校 地域日本語教室























500 2002 ,全国で 名以上の留学生を有する大学（ 年度国際教育協会調査による）
調査協力の承諾を得られた大学にアンケート調査票を送付，回収し，有効回答者の
選別を行った結果， の機関より 名の学習者，及び 名の教師の回答を得44 2157 243
た。
（イ）日本語教育振興協会の認定校の中から，各都道府県で学習者の多い学校を 校，1
10 2 10 2001ただし日本語学校が 校以上ある都道府県からは 校，東京都からは 校（
年度在籍学習者数 名以上 校 ～ 名 校 ～ 名 校 名400 2 400 300 2 200 100 2 100
以下 校）を選定し，調査協力を依頼し，承諾が得られたところへ調査票を送付し2
た（該当のない都道府県もある 。回収後の有効回答者選別の結果， 機関より，） 42
学習者 名，教師 名の回答を得た。3365 582
（ウ）地域日本語教室等
各県に 団体，ただし日本語教育を実施している団体数の多い以下の 都道府県1 5
（ ），については複数団体を選定 東京 神奈川 愛知 大阪 千葉 埼玉10 5 5 5 2 2
調査協力を依頼し，承諾を得た団体に調査票を送付した。回収後の有効回答者選別
の結果， 団体より，学習者 名，教師 名の回答を得た。49 918 656











































李徳奉（韓国 同徳女子大学） 姜錫佑（韓国 カソリック大学）
スペンスブラウン・ロビン（オーストラリア モナシュ大学）
（ ）デクレッツァー・アン オーストラリア メルボルン日本語教育センター












（ ） （ ）中村洋一 常磐大学 松尾馨 ドイツデュースブルク・エッセン大学
（ ） （ ）宮副 裕子 李明姫 新羅大学-Wong Hong Kong Polytechnic University
田中真理（電気通信大学）長阪朱美（恵泉女学園大学）
（ ）Mark D. Shermis Florida International University
以下のように （１）学習手段海外調査，及び （２）各国の言語テスト調査 の 種類の調査， 2
を行った。
（１）学習手段海外調査















































） ， （ ， ）留意点 と 言語技能 大学生を対象とした記述試験 外国人定住者に対する読解試験
に関する報告から構成されている。
「映像教材を利用した授業設計事例集」刊行











































日本語を母語としない中学生のケーススタディ― （ 年日本語教育国際研究大会」 2004
における口頭発表， 月 日，昭和女子大学）8 7
・ 福永由佳・岡部真理子・下平菜穂・浜田麻里・林さとこ「日本語学習者と学習環境
との相互作用―二つの学習者調査から― （ 年日本語教育学会秋季大会における」 2004













・ 『平成 年度日本語教育の学習環境と学習手段に関する調査研究 韓国アンケー15
ト調査集計結果報告書』の韓国語翻訳版を作成した。
・ 上記報告書の内容の一部を，韓国日本学会第 回国際大会（ 月 日，韓国・ソ70 2 19
ウル）で発表した。調査対象地の日本語教師，日本語教育関係機関等への直接的な研
究成果報告と情報提供の機会となった。








































































研究員：相澤正夫 杉戸清樹 吉岡泰夫 米田正人 田中牧郎 朝日祥之
非常勤研究員：田中ゆかり（日本大学） 半沢康（福島大学）
協力者（国内 ：陣内正敬（関西学院大学） 吉野諒三（統計数理研究所））
16 2平成 年度は 外来語 言い換え提案に資するため 外来語を中心とした言葉遣いに関する，「 」 ，
種の意識調査を実施した。
（１）全国調査（国民を母集団とする世論調査型の調査）
対象者 人（ 歳以上男女 ，調査項目 約 項目，4,500 15 50）
調査方法 個別面接法，調査時期 ～ 月，実査会社 （社）新情報センター10 11
（２）外来語定着度調査（ 外来語」委員会の言い換え提案のための定着度調査）「
対象者 人（ 歳以上男女 ，調査項目 外来語 語（ 回）2,000 16 30 ×2）









平成 年度は 「外来語」言い換え提案のための支援を行いつつ，関連データの整備及びコー16 ，
パスの構築・活用に関する検討を行った。詳細は以下のとおりである。









， 。 ，『 』治・大正期の雑誌を入力し テキストコーパス化を進めた 具体的には 太陽コーパス
以前のデータである『明六雑誌 『国民之友 ，あるいは 『太陽コーパス』を補うような』 』 ，





（５）コーパスの構築及び活用に関する検討会（ コーパス勉強会 ）を 回開催し，次期中「 」 23
， 。期計画に対応できるよう 大規模かつ精度の高い日本語研究についての基礎固めを行った




































『日本方言研究会第 回研究発表会発表原稿集』 年 月79 2004 11
） 吉岡泰夫，朝日祥之，相澤正夫「自治体首長・職員の行政コミュニケーション意識 『日本2 」
語学会 年度秋季大会予稿集』 年 月2004 2004 11
） 相澤正夫，朝日祥之，吉岡泰夫「行政コミュニケーションにおける外来語・略語・専門用語3
の問題点 『社会言語科学会第 回大会発表論文集』 年 月」 15 2005 3
） 「「 」 」『 』 ，4 430相澤正夫 日本語の現在 をとらえる―最新情報の速報を目指して― 文化庁月報
（ぎょうせい ， 年 月） 2004 7
） 相澤正夫「 外来語」言い換え提案をささえる意識調査 『時報 市町村教委』 （全国市5 192「 」 ，
町村教育委員会連合会 ， 年 月） 2004 9
） 相澤正夫「 外来語」言い換え提案とそれを支える調査研究 （北京日本学研究センター講6 「 」













パスの特性調査―用例収集資料としての多様性の検討― 『言語処理学会第 回年次大会発表」 11
論文集 （ 年 月）』 2005 3
） 茂木俊伸「現代日本語の「語種」について―和語・漢語・外来語― （スロベニア・リュブ2 」
リャナ大学講演 （ 年 月）） 2005 3
） 笹原宏之「固有名詞の字体 「漢字・仮名の表記 『言語 （ 年 月）3 2004 11」 」 』
） 「 」『 』 （ ）4 194 2005 1笹原宏之 固有名詞の漢字に起こる変化と創作 時報 市町村教委 号 年 月
） 笹原宏之「日本の人名の漢字について （基調講演）京都大学 世紀 プログラム 東5 21 COE」
アジア世界の人文情報学研究教育拠点「漢字文化の全き継承と発展 （ 年 月）」 2005 2
○成果報告書等の内容の充実度
【意識調査】






















平成 年度に実施した 種の調査データは，すべて電子媒体として管理され，今後の詳細16 2
な分析の準備が整えられている。
【実態調査】
白書（ ～ 年版） 種，新聞（主として 年代から現代まで ，広報紙，現代雑2002 2004 32 1990 ）




















委員長 甲斐 睦朗 （国立国語研究所長）
副委員長 水谷 修 （名古屋外国語大学長）
副委員長 中西 進 （帝塚山学院長）























委員会は，平成 年 月に設置され，国の省庁の行政白書や新聞など，公共性の高い場面で14 8
使われていながら，一般への定着が不十分で分かりにくい外来語について，分かりやすく言い換
えたり説明を加えたりするなど，言葉遣いを工夫する提案を行ってきている。
委員会では，ほぼ半年から か月に 回，毎回数十語程度の外来語を取り上げて，検討結果10 1
を公表している。各回とも，一定の提案内容が整った段階で中間発表を行い，その後，各方面か
ら寄せられた意見を生かしながら本発表を行うという進め方をとっている。
3 141 3このようにして これまでに 回 合計 語の外来語について言い換え提案を行ってきた， ， 。
回の内訳は 第 回 平成 年 月 が 語 第 回 平成 年 月 が 語 第 回 平， （ ） ， （ ） ， （1 15 4 62 2 15 11 47 3
成 年 月）が 語である。しだいに語数が減っているのは，言い換えの対象とする外来語16 10 32
の数よりも，一つ一つの外来語について丁寧かつ慎重に検討を行うことを重視する考え方が，回
を追うごとに委員会の中で明確になってきたことによる。
平成 年度の委員会の開催状況は次のとおりである（回数は，第 回からの通算 。16 1 ）
①第 回委員会（平成 年 月 日）16 16 7 1
②第 回委員会（平成 年 月 日）17 16 8 30
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③第 回委員会（平成 年 月 日）18 16 12 3
また 「外来語」言い換え提案の記者発表の状況は次のとおりである。，
第 回中間発表（平成 年 月 日）3 16 6 29
第 回本発表（平成 年 月 日）3 16 10 8
委員会では，平成 年度前半に予定している第 回中間発表の準備も，平成 年度後半から17 4 16
順調に進めている。
なお，第 回本発表の直後に，全国 自治体に 回分の提案冊子を送付すると同時に，こ3 3,086 3
の提案に関連する簡単な郵送アンケート調査を実施した。その結果， 自治体から回答があ1,808
（ ），「 」 「 」 ，り 回収率 ％ 外来語 言い換え提案が自治体にとって 非常に参考になる が ％58.6 44.6
































第 回の中間発表（平成 年 月 日 ，及び本発表（平成 年 月 日）に際して，以3 16 6 29 16 10 8）
下の小冊子を報告書として作成し，関係各方面に配布した。また，同じ内容を国立国語研究所の
ホームページ上で公表し，広く一般の閲覧に供した。
・ 第 回「外来語」言い換え提案 ―分かりにくい外来語を分かりやすくするための言葉遣『 3
いの工夫― （中間発表 （ 頁））』 44
・ 第 回「外来語」言い換え提案 ―分かりにくい外来語を分かりやすくするための言葉遣『 3
いの工夫― （ 頁）』 44
この課題に関連する研究所員の発表物・講演等には，以下のものがある。
） 甲斐睦朗「氾濫する外来語の 用語 その最適な使い方と日本語化への一考察 『情報通信1 IT 」
ジャーナル』 （電気通信振興会 （ ）22-9 2004.9， ），
） 相澤正夫「 外来語」言い換え提案はどう受け止められているか 『文化庁月報』 （ぎょ2 438「 」 ，
うせい （ ））， 2005.3
） 相澤正夫「外来語の言い換え提案 （国立国語研究所第 回「ことば」フォーラム「外来語3 23」
とどう付き合うか （ ）」）， 2004.11
） 相澤正夫「 外来語」言い換え提案とそれを支える調査研究 （北京日本学研究センター講4 「 」
演会 （ ））， 2004.12
田中牧郎 なるほど言葉の万人向け設計第 回 外来語はどれぐらい理解されているか 情5 3） 「 」『
報通信ジャーナル』 （電気通信振興会 （ ）23-1 2005.1， ），
） 田中牧郎「なるほど言葉の万人向け設計第 回 外来語を分かりやすくするために 『情報6 4 」
通信ジャーナル』 （電気通信振興会 （ ）23-2 2005.2， ），
） 田中牧郎「分かりにくい外来語 （国立国語研究所第 回「ことば」フォーラム「現代の外7 22」
来語 （ ）」）， 2004.8
8 2004.） 田中牧郎「外来語を分かりやすくするために （全国家庭電気製品公正取引協議会 （」 ），
）12
） 田中牧郎「外来語の現状と対応―分かりにくい外来語を分かりやすくするために― （杉並9 」
区ことばのフォーラム （ ））， 2005.2
） 山崎誠「日常語と専門用語との接点 コンピュータ用語の定着過程から 『第 回専門用10 17」
語シンポジウム （情報知識学会専門用語研究部会 （ ）』 ）， 2004.12
） 「 」『 』11 5山崎誠 なるほど言葉の万人向け設計第 回 外来語の取り入れ方 情報通信ジャーナル





























ものとして構築中である。この現代語コーパスの主たる対象資料は， ～ 年の行政白書2001 2004






















ている。 年度末段階で，約 語について約 種の辞書を対象に作成済みである。2004 400 50
（５）言い換え作業シート
検討対象の外来語について，意味・用法や語誌情報を整理し，分かりやすい表現の工夫の










， ， 。「 」れた意見 マスコミをはじめとする各メディアでの論評を 集めて整理したもの 外来語











トした 年計画の「 府省庁横断プロジェクト」である ）4 5 。
○調査及び研究の進捗状況
担当
研究員：相澤正夫 横山詔一 笹原宏之 米田純子
非常勤研究員：エリク・ロング 飯間浩明
研究補佐員：石山順子 寺田紗知子 虎岩千賀子
協力者： 社）情報処理学会 （財）日本規格協会 （株）大修館書店（
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（１）国立国語研究所に課せられた契約内容の達成度
。 ，契約書に記された事業内容の達成度は次のとおりである 年次である平成 年度は1 14
総務省「住民基本台帳統一文字」約 万 千字について文字情報の整理・体系化を行い，2 1
100 15 2 2 8契約目標を ％達成した。平成 年度（ 年次）は，法務省「戸籍統一文字」約 万
千字分に関して文字情報の整理・体系化を同じく目標通り実施した。 年次に当たる平成3
年度は，同じく法務省「戸籍統一文字」の残りの約 万 千字分に関して文字情報の16 2 8










































また，科学研究費基盤研究（ （ 「電子政府６万字種データベースに準拠した海外日本語C 2） ）




















国立国語研究所，日本規格協会，情報処理学会の 者連合が取りまとめた「平成 年度事業3 16





2004.11笹原宏之は 本事業にかかわり 固有名詞の字体 及び 漢字・仮名の表記 を 言語， ，「 」 「 」『 』
号 - において，また 「固有名詞の漢字に起こる変化と創作」を全国の教育委員会の会報p40 43 ，
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本語学会の機関紙『国語学』第 巻 号（通巻 号， 年 月）に掲載されている。55 4 219 2004 10
実施した内容
テーマ： 世界の日本語研究の新たな発展を求めて」「






日時 平成 年 月 日（土 （日本語学会第一日）午後 時 分から 時 分まで16 5 22 1 45 5 30）
会場 日野市民会館（東京都日野市）
内容 基調講演 件，コメント 件，ディスカッション4 3



































39% 52% 91%とても有意義だった ある程度有意義だった ； 小計
わかりやすかったか













平成 年度に開催した第 回国際シンポジウムについての報告書「世界の＜外来語＞の諸相15 11









12 20 16の創立記念日（ 月 日）当日ないしその前後に開催するのを原則としているが，平成














16 10 30 13:00 17:00【日 時】平成 年 月 日（土） ～
【場 所】国立国語研究所講堂
【プログラム】
～ あいさつ 甲斐 睦朗（国立国語研究所長）13:00 13:15
～ 講演 杉戸 清樹（国立国語研究所）13:15 13:40 1
国立国語研究所における日本語教育に関する研究・事業の歴史
－なぜ言語学習リソースを探るのか？－
～ 講演 小河原 義朗（国立国語研究所）13:40 14:15 2
日本語学習者はどのようなリソースを用いているのか？





～ コメント 李 徳奉（韓国同徳女子大学校）15:30 15:45
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海外の日本語教育に携わる者の立場から


















た日本語教育学会でも広報葉書を配布し，広報に努めた。その他，雑誌（ 日本語学 『月刊日『 』，
本語』など）や広報紙『国語研の窓』にも案内を掲載した。
アンケートによると，この研究会の存在を知った媒体として最も回答が多かったのは「ホーム
ぺージ （ 名）であり，ついで「電子メール （ 名 「葉書 （ 名 ，であった（複数回答」 」 ）， 」 ）18 12 8
可 。その他 「先生からの紹介」という回答も 件あった。） ， 6
○学術的有用性
国立国語研究所では現在，国内外でどのように日本語学習が行われているか，ということにつ
いて 「リソース （教育及び学習に用いられる物，人，機会）という観点から実態調査を行っ， 」
ている。
























アンケート 人分回収 では 来聴者に対し 有意義だったか 分かりやすかったか 新（ ） ， 「 」「 」「49
しい情報が得られたか」という つの観点について，最高 点，最低 点の 段階での評価をお3 4 1 4
願いした。結果は以下のとおりであった。
点 点 点 点 無回答4 3 2 1
有意義だったか 人 人 人 人 人31 14 1 0 3
分かりやすかったか 人 人 人 人 人25 18 2 0 4
新しい情報が得られたか 人 人 人 人 人28 16 1 1 3
















平成 年度は 『日本語科学』第 号（平成 年 月）と第 号（同 月）を編集・刊行16 15 16 4 16 10，
した。各号の内容は以下のとおりである。
第 号（ ページ ：研究論文 編 調査報告 編 研究所報告 編 その他15 144 3 2 1）







［研究所報告 「 日本語話し言葉コーパス』の概要」 前川 喜久雄］『
［世界の言語研究所 「北京日本学研究センター（中国 」 徐 一平15］ ）
第 号（ ページ ：研究論文 編 研究所報告 編 その他16 122 4 1）
［研究論文 「隠喩の意味することと行うこと」 杉本 巧］
「若年層関西方言の否定辞にみる言語変化のタイプ」 高木 千恵
「標準語形初出年と鉄道距離重心―鉄道距離・




［世界の言語研究所 「沖縄言語研究センター（日本 」 かりまた しげひさ16］ ）
年間 ページという分量は，学会機関誌等の学術雑誌に比べても，遜色のない分量である。266
また 『日本語科学』に掲載される論文は，所内外の研究者による厳正な審査を経て掲載され，
る。平成 年度の編集協力者（査読者）は 人（うち外部 人）である。また，平成 年度16 33 21 16
の投稿状況は「投稿 （うち海外 ，採用 ，不採用 ，修正中・査読中 」である。21 3 4 5 12）










































平成 年度は，日本語教育論集編集委員会を 回開催し，投稿論文の審査，論文集全体の内16 4
容・構成に関する検討，編集作業を行い 『日本語教育論集 号』を刊行した。， 21





















15 20 850平成 年度刊行の第 号については 国内外の日本語教育関係機関及び関係者に対し 約， ，
部配布した。海外の日本語教育関係者への周知及び海外からの投稿を促進するため，海外 か87




















































































① 『日本語ブックレット 改訂版 （平成 年 月作成 判 ページ）2002 17 3 B6 196』
担当者
研究員：熊谷康雄 伊藤雅光 池田理恵子 新野直哉 齋藤達哉 辻野都喜江
研究補佐員：竹部歩美
『 』 （ ），『 』内容： 国語年鑑 の編集刊行 業務番号 日本語状況新聞記事データベース39
の構築公開（業務番号 ）などとの関連を踏まえて，次のような情報を集42
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内容： 本書は， 関連事業 活用日本語学習環境整備の研究事業（業務番e-japan IT
号 ， ）による成果を基盤とした一般日本語教師向けの解説書である。52 53
音声・文字・画像などの教育用素材を複合的に扱ったマルチメディア教材を
作成する教師を支援するソフトウエア「ヤニータ」の利用法，利用例等を分
かりやすく解説している。 研修（業務番号 ）においても展示・解説がIT 53
。 ， ，行われた なお 本書は印刷媒体による一般教師向けの成果公表例であるが
同じ研究事業では一般教師向けの教育用素材やソフトウエアを数多く電子媒




① 新「ことば」シリーズ 冊 （業務番号 ）1 36
② 啓発発ビデオ「ことばビデオ」シリーズ 巻 （業務番号 ）1 37





















平成 年度に作成・刊行した 種の成果物，及び従来刊行・制作を継続している「新『こと15 2





部会員：伊藤雅光（部会長） 横山詔一 野山広 山田貞雄 丸山岳彦 塚田実知代
田島正幸
運営担当：山田貞雄 塚田実知代 宮崎ユカ 新井田貴之
鈴木美保子（ 年 月より）2004 10







容や方法に工夫を凝らし（例：手話通訳 同時字幕の導入 ，併せて言葉に関する思い込み等を, ）
見つめ直してもらう機会もできるだけ提供した。
（１）経過
平成 年度は次のものを 回開催し，目標を達成した。16 5
第 回（ ，山形県 「 ことばビデオ」方言の旅―庄内方言の集い―」20 2004.5.29 ）「
山形県三川町 公民館ホール
企画者：大西拓一郎，金田智子
発表者：大西拓一郎，佐藤亮一（東京女子大学 ，佐藤武夫（庄内方言研究家 ，） ）










第 回（ ，東京都 「現代の外来語」東京ウイメンズプラザ22 2004.8.28 ）
企画者：相澤正夫，田中牧郎
発表者：田中牧郎 佐竹秀雄（武庫川女子大学 ，鳥飼玖美子（立教大学）, ）
司会者：山田貞雄
参加者： 名144






第 回（ ，東京都 「国語研究所の歩み―西が丘時代を中心に―」国立国語研究24 2004.12.18 ）
所講堂
企画者：伊藤雅光 杉戸清樹,







山形放送局の後援：第 回「 ことばビデオ」方言の旅―庄内方言の旅―」NHK 20 「
・国立機関との連携・協力によるもの


























また 研究所が行った「 外来語』言い換え提案」を巡っては これまでいろいろな意見が, ,『
, , 5寄せられたが 中にはその趣旨を誤解している向きも少なくなかった。そこで 今年度は




とりわけ，第 回から試験的に導入した「同時字幕システム （講演者が話した言葉をほぼ19 」
同時に漢字仮名交じりの文章にして会場の画面に映し出す仕組み）は好評であったため 平,



















月刊雑誌の『日本語学 （明治書院）と『月刊言語 （大修館書店刊）にも，ほぼ毎回』 』
の開催案内が掲載された。
（ ）○内容の充実度 アンケート調査における満足度
参加者によるアンケートの満足度評定は 回全体の平均で （延べ肯定的評価数 延, 5 92.4% 884/







新「ことば」シリーズ部会：熊谷智子（部会長） 三井はるみ 小沼悦 植木正裕
朝日祥之 塩田俊仁 鈴木美保子
執筆者・座談会出席者（上記部会員との重複を除く ：甲斐睦朗 相澤正夫 吉岡泰夫）
山崎誠 井上優 横山詔一 笹原宏之 田中牧郎
大西拓一郎 尾崎喜光 宇佐美洋 金田智子 野山広
井上文子 新野直哉 小磯花絵 丸山岳彦 茂木俊伸















・ 解説（ 編） ｢言葉で人とかかわり合う｣（熊谷智子 「＜行動に展開する表現＞におけ4 ），
るコミュニケーション上の工夫 （蒲谷宏 「様々な関係の中でのコミュニケーション （朝」 ）， 」
日祥之，オストハイダ・テーヤ 「メディアを介した「伝え合い （三宅和子））， 」」
















， ， 。 ，教育機関 省庁・自治体の関連部署等に 計約 部を無償配布している 配布には66,500
全国の都道府県教育委員会・知事部局の協力を得ている。













， 『 』株式会社ユニコムから 日本語能力試験問題集 実力アップ！ 日本語能力試験 読解問題
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（発行部数 部）に，新「ことば」シリーズ 「言葉の「正しさ」とは何か」の解説を3,500 17
一部転載したいとの依頼があり これを承諾した。同書は， 年 月発行予定である。, 2005 3
② 所内他事業との連携




























本シリーズの第 巻から第 巻では，平成 年度に作成した同シリーズ第１巻『相手を理解2 4 13
する』で扱った つのテーマ（ すみません」の意味・機能，方言，丁寧な言葉 「ほめる」とい5 「 ，
う言語行動，あいまいな表現）の中から， つあるいは つのテーマを選び，それについて掘り1 2

































。 ， 。「 」となる場合がある 反面 日本語の素晴らしさとして評価されることも多い あいまいな表現
























































研究員：熊谷康雄 伊藤雅光 新野直哉 斎藤達哉
研究補佐員：竹部歩美
（１） 年版日本語研究文献データベースの構築2003
， ， （ ）刊行図書・雑誌論文・総合雑誌文献について 平成 年 月中旬までに 平成16 7 15 2003
年発行分の目録データ入力を完了した。引き続き，平成 年度版の入力段階に進んだ。16
（２ 『国語年鑑』 年版の刊行） 2004
平成 年 月 日に，大日本図書から刊行した。内容は，以下のとおりである。16 11 30
① 動向： 刊行図書の動向 「雑誌文献の動向 「総合雑誌記事の傾向 「新聞記事に見る「 」 」 」
分野・話題の推移」を掲載した。
② 文献目録： 刊行図書」 件 「雑誌文献」 件を掲載した。「 ，1,238 2,470
「 」 ， ，「 」 。③ 名簿： 国語関係者名簿 約 名分 各学会・関係諸団体一覧 ほかを掲載した2 400
④ 資料： 文化審議会答申 「 外来語」言い換え提案」ほかを掲載した。「 」，「
⑤ ： 刊行図書目録 「雑誌文献目録」の電子データを添付した。CD-ROM 「 」
（３ 『日本語ブックレット』の利用方法に関するアンケート調査と改訂版の作成・公開）
『日本語ブックレット』は，日本語に関する動向や資料を分かりやすい形で広く提供す
ることを目指した試みである。平成 年度に試作版を， による電子版ホームページ15 PDF
で公表した。
平成 年度は 『日本語ブックレット』の試作版（冊子体）を，文部科学省「国語力向16 ，
上のモデル校」となっているすべての学校（小・中・高を合わせて 校）に配布し，ア194
ンケートへの回答を依頼した。アンケートの回答を基に, 使いやすくするための改訂を加






ーマの研究動向を把握しておくことが前提となる 『国語年鑑』は，日本語の研究における 次。 1
情報（文献記事）に行き着くまでの研究文献目録情報源として，半世紀以上刊行を続けており，
必須文献としての評価は既に学界で定着している。また，平成 年度からは，動向分析・総合15
， 。 ，雑誌記事目録・研究文献目録データ を付して 内容・利便性を強化した これによりCD-ROM
今後の利用者拡大を期待できる。
近年 『国語年鑑』のデータの 次的利用としては，以下のものが見られた。， 2
（１）野浪正隆： 国語年鑑データ閲覧 作成ページ試作版」「 table
（ ）http://okumedia.cc.osaka-kyoiku.ac.jp/~kokugo/nonami/java/knvsample.html
（ 年 月 日から，大阪教育大学の 上で公開）1999 12 3 Web
（２）日野資成： 国語学』と『日本語学』－『国語年鑑』による意識調査－ （ 国語学』「『 」『
， 年 月 国語学会）53-1 2002 1
（３）刊行された文献目録（研究所と国語学会との共同事業 件）3




①「国語学研究文献総索引 （ ～ 年の雑誌論文を中心に 万件を収録 国語学会」 1954 1985 12
との共同事業）
②「国語学研究文献総索引データ 追加文献データ （ ～ 年の雑誌論文を中No.1 1986 1991」
心 万 千件を収録 国立国語研究所作成）2 1
（５）次の論文集は 『国語年鑑』のデータを基に論文の選定が行われている。，
論説資料保存会『日本語学論説資料』 （毎年刊行。現在第 号まで刊行。なお，39




『日本語ブックレット』には 『国語年鑑』から抽出した「日本語本目録 「一般向け雑誌記， 」
























という観点からとらえる必要性を考え 「教える 「学ぶ」ということに焦点を当てた。第二章， 」
は，日本語教育関係機関からの日本語教育活動に関する機関動向を掲載した。第三章は，関係諸
機関の事業・施策の動向記録，日本語教育分野の刊行図書リスト（ 件 ，雑誌等掲載論文リ625 ）
スト（ 件 ，科学研究費助成金研究一覧，著者等人名索引などで構成されている。収録情報1,085 ）
151の新たな展開として，国際交流基金日本語国際センターの協力を得て，海外発行の文献情報
件（図書資料 雑誌 タイトル）を収録した。142 9




















2004 16 12 5『日本語教育年鑑 年版』を平成 年 月に㈱くろしお出版から公刊した。従来は，
月に刊行していたが，平成 年度は，第一章の構成の決定，立川移転による文献・資料の整理16
， 。の再編作業によるデータ入力の遅延と校正のやり直しなどの理由により 刊行時期がずれこんだ
これは，平成 年度だけの事情である。初刷りとして 部が刊行されたうち， 部を研究16 1,000 200
所が買い上げて，主な日本語教育機関（機関の事業動向を収録した機関等 ，関係省庁，日本語）
教育関係者等に無償配布した。約 部が，図書館，研究室，個人等により購入された。なお，700
平成 年刊行予定の『 年版』のための情報収集，原稿作成を進めている。17 2005
○成果報告書等の内容の充実度
文献・図書 件（国際交流基金所蔵文献 件の情報を追加 ，論文 件。国際交流基金470 132 1755）











16研究所ホームページに掲載 収集図書・論文は日本語教育資料室に整理 閲覧に供した 平成。 ， 。
年度資料室受け入れ数は，紀要が タイトル，図書が 件である。図書は, 移転後図書館と200 600
の間で重複がないようにしたことで，購入冊数が少なくなった。また，平成 年度は，図書館15
との調整，立川移転後の一般公開を前提にした整理のため，これまで物理的な単位でカウントし
16 15 CDた図書を 平成 年度は件数でカウントしたため 数値が平成 年度より減少している 例：， ， （











研究員：熊谷康雄 伊藤雅光 池田理恵子 辻野都喜江
○編集刊行状況
（１） 年分として約 件を収集し，基礎情報の入力及び検索情報の付加を行った。2004 4,000
（２）研究所ホームページ上では，既に 年から 年までの目録データを公開してい1949 2000
2001 2002 2 12る これに続き 年 年の 年分について精査・整備を施し 公開した 合計。 ， ， ， （






との照合情報の整備を進めた。公開方法に関しては 著作権処理の進捗状況や 費用面を, ,
勘案しながら検討を進めている。
（５ 『日本語ブックレット 』の改訂に向けた，意見の収集対象範囲や収集方法等につい） 2002
て検討を行い，全国各地の学校教育機関等に資料送付と調査協力依頼を行った。
収集した情報の公表・利用状況は以下のとおりである。
， 。 ，① 年 年の 年分の目録データをホームページ上で追加公開した これにより2001 2002 2
公開データは， 年～ 年の約 万 千件となる。1949 2002 12 7
， ，② 目録データ及び切り抜き資料については 所外研究者による論文執筆を目的とする利用
及び，所内の研究事業における参考資料としての利用などがあった。
③ 目録データ及び切り抜き資料を基に，言語意識・言語生活の動向について分析し，発表
した。なお 『日本語ブックレット （改訂版 』については，広く利用してもらうた， ）2002
め， による電子版としてホームページで公表している。PDF
「 」（『 』 ，池田・辻野 新聞記事に見る分野・話題の推移 国語年鑑 年版 年 月2004 2004 12
大日本図書）
2002 2004伊藤 新聞に見られた日本語をめぐる状況 １ ―概観 日本語ブックレット「 （ ） 」（『 』
年 月，改訂版 年 月）3 2005 3
池田・辻野「新聞に見られた日本語をめぐる状況（２）―注目の話題 （ 日本語ブッ」『
クレット 』 年 月，本年度は改訂検討）2002 2004 3
○学術的有用性







































（１）平成 年度は，図書館蔵書目録データベースに，図書約 件，雑誌 件のデ16 13,955 18,896
ータを追加し，運用管理を行っている。所蔵雑誌の遡及登録を重点的に行ったので，図書
館蔵書目録データベースにおける雑誌データが格段に充実してきた。
17（ ） 。２ 研究所のホームページ上で図書館蔵書目録データベースの公開を継続している 平成
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16 16 4 1応じて検索方法などのガイダンスを実施している。なお，平成 年度（平成 年 月
























テム（ 日本語情報資料館システム ）に位置付け，研究成果の組織的な保存・公開の中で「 」
役立つものとなる。
担当
研究員：熊谷康雄 礒部よし子 小高京子 森本祥子
○実施状況
（１）平成 年度公開を予定していた追加公開 ページ分に当たる電子化報告書（国立16 3,000
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研究員：熊谷康雄 井上文子 朝日祥之 礒部よし子 小高京子 森本祥子








『日本言語地図』の原カード（ 万枚）の情報をデータベース化し 『日本言語地図データベ50 ，
ース』として平成 年度からインターネット上に公開開始（公開準備の済んだ部分より順次公17
開）を目指す。また，原資料のデータベース化にとどまらず，関連資料も含めた調査研究資料の








（データベース科研による補助を受けた 。全体の約 割の原カードの電子化を終了し，） 7
平成 年度中にすべての原カードの電子化を終了させる予定。17




（４）方言談話資料 及び を作成し 『国立国語研究所資料集 全国方言談話デCD CD-ROM 13，
13-8 8 13-10ータベース 日本のふるさとことば集成 として 第 巻 長野・山梨・静岡』 ，『 』，『






























（ 月 日現在の利用登録者数 人 。3 31 3997 ）
コンテンツの充実に関連して，別掲の「 を活用した日本語学習環境の整備（ プログIT e-Japan
ラム対応事業 」の中で 「日本語教育支援ネットワーク・システム」に掲載する素材を作成し） ，











































本語教育映像教材初級編 日本語でだいじょうぶ語彙・文型表 ，平成 年度に作成した映像教』 15
材利用の『活動事例集』の指導参考資料の公表で終了した。二つ目は，漢字属性情報共有ネット
ワークである。三つ目は，マルチメディア教材開発ツールの提供と普及である。いずれも成果物
を作成し終了したが， 事業「 を活用した日本語学習環境の整備と人材の育成 （業務番e-Japan IT 」










字の分析とあわせて平成 年度以降に 国定読本用語総覧 の解題と合わせて作成する 国18 ，「 」 。「
語年鑑」に基づいて語彙の文献目録を作成している。小・中学生の課題作文の語彙調査を行っ




箇所や問題点の洗い出しが 終了した（単純な訳の間違い等は，平成 年度までに修正を95% 15
















ットワークの利用登録者総数は 名（平成 年 月 日現在）で，平成 年度の新規3,997 17 3 31 16
587 15 e-Japan数は 名である 所蔵する情報 素材の数は平成 年度と同様であるが 年度末に。 ， ， ，






































教育基本語彙データベースの構築活動では 平成 年度に刊行予定の国立国語研究所報告 現， 「17
代漢字教育研究」のための原稿を整えた。早稲田大学の国語教育史学会で発表した（２）日本語

















































平成 年度は，平成 年度，平成 年度の日本語教育短期研修で扱ったもののうちから以16 15 16
下の つのテーマを選んで 冊を編集刊行した。平成 年度以降，毎年度 冊ずつ刊行を継続2 2 13 2
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平成 年 月 日に名古屋大学で実施した平成 年度第 回日本語教育短期研修16 11 6 16 3
「 」 ， 。話しことば教育における学習項目 の内容を文章化して 冊にまとめたものである1
話しことば教育を 話すときに必要な 表現 どのような順序で話すのかという 構， 「 」， 「










・ 関係機関・学校等に約 部を無償で配布するのに加えて，実費有償（ 部 円）で頒400 1 500
布する体制を用意し，個人からの購入希望への対応や研究所催事（研修会 研究発表会等）,
6 1 544での展示販売を継続した 既刊の 冊の頒布実績は以下のとおりである ブックレット。 。 （
冊 ，ブックレット （ 冊 ，ブックレット （ 冊 ，ブックレット （ 冊 ，ブッ） ） ） ）2 514 3 347 4 376





































































の「バーチャル展示 （ネットワークによる資料の公開・閲覧）を継続しつつ 「日本語情報資」 ，
料館」のシステムの改良・運用を行った。
また，庁舎移転（平成 年 月より立川新庁舎に移転）を実施するため，国立国語研究所の17 2










「 」（ ） 。バーチャル展示 ネットワークによる資料の公開・閲覧 を下記の内容・構成で運用した
（１）電子資料館




































研究員：熊谷康雄 横山詔一 笹原宏之 朝日祥之 米田純子
研究補佐員：和田志子
非常勤研究員：エリク・ロング
協力者（国内 ：国立印刷局 国立国会図書館 日本書籍出版協会 早稲田大学図書館）
（ ） 〔 ， ， 〕協力者 国外 ：ジョセフ・ケス カナダ王立学士院会員 ビクトリア大学教授 カナダ
〔 ，リー・サウラン 全寮制中学校・日本語教師TUANKU ABDUL RAHMAN
マレーシア ）〕
（１） 対応の システムの開発：国立国会図書館との共同研究NDL-OPAC JiBOOKS
国立国会図書館（英語略称は ）は日本を代表する図書館であり，その蔵書情報をNDL
で検索するためのシステムを と言う。当プロジェクトは， シWeb NDL-OPAC NDL-OPAC
ステムの検索結果を，海外に日本語で配信するための実験システムを開発した。
これまで，国立国会図書館は， ページのトップページから外部機関に直接リンクWeb












の文字コードが （以下， ）に移行したときに備NDL-OPAC Universal Character Set UCS
えて 利用者の検索漏れを減らすため 異体字正規化に使用するインデックステーブル 以， ， （
下，｢異体字正規化表｣）を構築する研究を早稲田大学図書館と行った。
異体字正規化表の作成に際しては，以下のような点に配慮した。







両方：計約 名）を対象にして， の必要性や操作性についての評価データ250 JiBOOKS





でに 『官報』で使用された外字のうち延べ 字の調査を行った。これらは，過去， 16,289
に使用された外字の全部ではなく，最近の一定期間内に国立印刷局が試験的に収集した







横山詔一（ 年 月）｢漢字環境学と情報通信政策｣漢字文化圏における漢字教育及び漢2004 9
字政策国際シンポジウム，ソウルにて，韓国語文学会からの招待による
Eric Long, Yoshiyuki Asahi, Yukiko Wada, Shoichi Yokoyama, & Hiroyuki Sasahara 2004（
10 The National Institute for Japanese Language as a Governmental Research Institute:年 月）
Partnerships with the Ministry of Economy, Trade, and Industry. Japan Studies Association of
カナダ・ブリティッシュコロンビア州ビクトリアにて，Canada Conference 2004.
ロングは国際交流基金からの招待による




Yokoyama Shoichi, Long Eric, Yoneda Junko, Wada Yukiko, Kuroda Shnjiro, & Shimokawa
Kazuo 2004 9 Web IME: Web-based Japanese input method editor applied to a search（ ）年 月
system for library catalogues, IPSJ SIG Technical Report, 2004-DD-46 7 , pp.43 47（ ） －
横山詔一・笹原宏之・黒田信二郎・澤田照一郎・野島伸一・石岡俊明（ 年 月）｢漢2004 11
IPSJ SIG Technical Report, 2004-CH-64字ユビキタスを支える文字情報集積体の開発｣
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（ ） － ，情報処理学会7 , pp.47 54
横山詔一・野崎浩成（ 年 月）｢日本語 を搭載した海外向け図書情報提供シス2004 9 WebIME
テムの開発｣日本教育工学会第 回大会20
専門雑誌における発表状況
横山詔一（ 年 月）｢文字処理の認知科学｣月刊『言語』 月号｢特集 言語にとって文字2004 8 8
とは何か｣ － ，大修館書店pp.56 63
報告書の作成・配布状況
Yokoyama Shoichi, Lee Sau Lan, & Ishida Toshiko. 2004 4 Bibliographic catalogue（ 年 月）
web-based search system designed for non-Japanese browsers "JiBOOKS" : Report on























「 （高度情報通信技術）を活用した日本語学習環境の整備」事業は，平成 年 月，内閣IT 14 1
IT e-Japanに設置された 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 戦略本部 が策定した「 」（ ） 「
戦略」に基づく「 プログラム」の一環として，国立国語研究所が行う事業である。e-Japan2002





研究員：柳澤好昭 横山詔一 野山広 早田美智子 植木正裕
補佐員：高橋悦子 李銀淑 濱川祐紀代 小根山美鈴
非常勤研究員：任都栗新（東京学芸大学留学生センター）
協力者：釜山外国語大学校 広島大学 国際文化フォーラム 国際日本語普及協会
協力企業 社8




から，平成 年度初頭に，特定機関を対象に ユーザには，多言語対応のためのマニ17 Macintosh
， ， 。 ，ュアルの提供 ユーザには ユーティリティ・ソフトの提供に変更した これによりWindows
平成 年度のアジア，平成 年度の欧州で配布ができなかった機関に継続提供を行った。ソフ14 15
トウェアの提供は，日本語表示の可能な，音声付き日本語文（カラオケ）作成ソフト，字幕付き
4 32 4 3 80動画作成ソフトを提供した（台湾の大学機関 校に 枚，中国の大学機関 校と高校 校に
枚，タイの大学機関 校と高校 校に 枚，イギリスの大学機関 校と高校 校に 枚，ド1 3 40 1 12 60





。 ， 「 」 （ ），した 並行して 図書文献データ の配信 海外から日本語図書出版情報受信が可能JiBooks
辞書データ「 」の配信（海外で日本語辞書の受信が可能）を継続運用した。 文字情JiWords J-PEP





















































研究員：杉戸清樹 米田正人 柳澤好昭 横山詔一 椙本総子 早田美智子 植木正裕
補佐員：井上義勝 池田優子 高橋悦子 李銀淑 篠崎佳子 小根山美鈴 稲垣陽子
所外協力者： 名（国内外の日本語教育関係者）163
国内外の協力大学等機関 （国際交流基金の海外センター ，広島大学，大阪大学，名古30 6
屋大学留学生センター，高知大学，東京学芸大学留学生センター，東京国際大学，釜山外国語
大学校，カソリック大学校，北京日本語学研究センター，西安大学校，トリア大学，ベルリン
自由大学等 ，日本語教育関連団体 （国際文化フォーラム，国際日本語普及協会24 18）
（ ，国内外の学会と教師会等 ，協力企業 社AJALT 12） ）




























































































。 ， ， ，ある 平成 年度は 事業計画の前半期に当たるため 作成あるいは開発途中のものが多いが15
作成過程のうち適切な段階に達したものについては，試行的供用も含めて，順次， サイトWeb
J-Web Web（「 」 ） 。 ， ，日本語教育の世界 を中心として 公開している また 教材作成ツールの類は
サイトからのダウンロードあるいは で配布している。CD
幅広い種類のコンテンツを作成しており，それぞれの作成内容について知見や蓄積を有する機
。 （ ）関・専門家への協力を得ているので質的に充実したものが期待できる 最終年度 平成 年度17
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， ， 。までに ジャンルごとの成果の量的な充実と 内容についての実践的な評価とを具体化していく
○成果報告書等の成果公表手段の適切性
国により，また機関により，コンピュータ環境やインターネット環境が異なるため， サWeb
イト， だけによることは適切でなく， ， といった媒体の多様化は必須であり，順次DVD CD FD
対応している。平成 年度は，韓国，台湾，日本語教育学会国際大会，イギリス，ドイツで成16
果報告，発表を行ったが，活動して 年足らずで関係者，協力者を含む諸外国の専門家や教師の1
前で行えたことは意義があると考える。また， サイト（日本語教育の世界 ）では，最Web J-Web
新状況を常に報告している。
○実施に伴う基礎資料の整備状況























研究員：杉戸清樹 柳澤好昭 宇佐美洋 菅井英明 早田美智子 植木正裕







18 31語教育関連団体 （国際文化フォーラム，国内外の学会と教師会等 ，協力企業）
社
このプロジェクトは 「海外巡回指導｣と国内での「 を活用した日本語指導能力向上研修｣か， IT
らなる。
16 14海外巡回指導は 平成 年度は 南米ブラジル アルゼンチン ペルーを対象として 平成， ， ， ， ，
年度のアジア，平成 年度の欧州と同様に，ソフトウェア，フォント，文字配信サーバの提供15
等の提供以下の環境整備支援の実施を予定していた。しかし，日本語教育関係機関や教師の多く










・ アークアカデミー渋谷校（ 月 名）11 10
・ （財）海外技術者研修協会横浜研修センター（ 月 名）11 10
・ （財）海外技術者研修協会中部研修センター（ 月 名）12 10
・ 上越教育大学（ 月 名）1 20
・ （財）海外技術者研修協会関西研修センター（ 月 名）1 10
・ （財）海外技術者研修協会東京研修センター（ 月 名）2 10
・ 高知大学（ 月・ 月 名）9 2 44








そこで，国立国語研究所では， 戦略本部が推進する 重点計画－ に対応IT e-Japan 2004
- 107 -
した事業として 「コンピュータと新日本語教育 」というテーマで，様々な日本語学， 2004
習用の電子化教材，遠隔教育用ツール，遠隔学習用電子化コンテンツ，音声指導用ツール
を一堂に会して，展示会を含む研修を行った。
：文部科学省，東京都教育委員会（平成 年度から ，独立行政法人メディア教育開発セン後援 16 ）
ター， （コンピュータ利用教育協議会 ，大学日本語教員養成課程研究協議会，日本教育CIEC ）
，（ ） ， ， ， ，工学会 社 日本語教育学会 韓国日本学会 韓日日語日文学会 ヨーロッパ日本語教師会
















：平成 年 月 日（土） 午前 時～午後 時日時 16 12 25 10 5




エミットジャパン（遠隔） （テレビ会議） データ（遠隔 コンテンツ作成）NEC NTT
コマツ（遠隔） サウンドシステム（発声発語） サイバーリンク（オーサリング）
システムインテグレータ（遠隔） シンプルプロダクツ（遠隔） デジタルナレッジ（遠隔）
日立ソフトエンジニアリング オーサリング フォトロン 映像配信 富士通アニモ 音（ ） （ ） （
声） 富士通インフォソフトテクノロジ（遠隔） 富士通ラーニングメディア（ 活用学習IT
CD CD支援） モリサワ（フォント） 韓国時事日本語社（ 教材） 中国高等教育出版社（
教材） 台湾大書新局（ 教材） アルク （遠隔学習） 凡人社（ 教材） 紀伊国屋書CD CD
店（データベース） 韓国：オープンサイバー大学 カトリック大学校（日本文化情報） 西
安大学（ 教材） 広島大学教育学部日本語教育学科（ 教材） 東京国際大学（読解支CD CD
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援サイト）
招へい者：海外 名（米国１，中国３，台湾２，韓国５，タイ ドイツ３名 ，国内 名15 1 18）
発表者 ： 名11
ITを活用した日本語学習の効果的研究
72 34 16モニター協力者 国内外 名の教師 開発研究協力者 国内外 名の教師 研修参加者（ ）， （ ）， （





・ 教材利用実験（和歌山大学 カイ日本語スクール 釜山外国語大学校 タイ商工会議所CD
大学）




・テレビ会議による教育交流実験（高知大学 東京学芸大学 お茶の水女子大学 宮崎大学
同志社女子大学 国際交流基金日本語国際センター 国際交流基金ソウル文化センター
台湾東海大学 台湾成功大学 台湾交流協会 カソリック大学校 釜山外国語大学校
鮮文大学校 国立国語研究所）
なお 遠隔研修の詳細については 参照のこと。, p.115








当日は，参加者に研究協力を求めている。平成 年度は 名強の申し込みがあった。このう15 70





































































（１）平成 年度に を開始し平成 年度には 件，平成 年度（平成 年 月 日14 ILL 15 108 16 16 4 1













































研究員：杉戸清樹 宇佐美洋 金田智子 小河原義朗 菅井英明 椙本総子 福永由佳
研究補佐員：成田高広
【短期研修】











研修期間 平成 年 月 日～平成 年 月 日[ ] 16 5 8 17 3 11
平成 年度テーマ「教育内容の改善・教育環境の整備のための方法 （個人応募者に対16 」
しては，平成 年度テーマの下 「授業の観察と分析」という枠組みの中で，各自の興味16 ，
・関心に応じて課題を設定し，研修活動を行った ）。












第 回 「研究はいかに実践にかかわりうるか」 西口光一（大阪大学）1
第 回 「授業を見る－その１－」 金田智子（国立国語研究所）2
第 回 「授業を見る－その２ 質的研究を探る－」 文野峯子（人間環境大学）3






⑤ 中間発表会 平成 年 月 日に合同開催16 9 5
⑥ 課題に基づく研究活動をまとめた修了レポートの作成 平成 年 月 日提出17 2 10















[研修期間] 平成 年度研修 平成 年 月 日～平成 年 月 日15 16 1 22 16 10 21
平成 年度研修 平成 年 月 日～平成 年 月（予定）16 16 3 29 17 7
[参加人員] 平成 年度研修「日本語作文の評価と，それに基づく指導法の開発に関する15




・ 月～ 月 月 回の定例会合を持ち，各年度のコーステーマについて，母体となる1 3 2
研究所のプロジェクトで既に得られている知見や研究の枠組みについての講義，及び関
， 。連領域の諸内外の専門家による講義を軸に 各研修生の研究計画の立案・検討を進める
・ 月～ 月 月 回，定例会合を持ち，各研修生の調査研究の進捗状況について，4 10 1
報告及び検討・修正を行う。研修生は調査結果を修了レポートにまとめ，提出する。
【短期研修】
平成 年度は以下の研修（ 地域 回）を開催した。参加者は延べ 名であった。16 3 5 550
第 回「日本語教育のための文法を考える」1
（平成 年 月 日（金） ～ 国立国語研究所 参加者 名）16 7 24 13:30 17:00 172







（平成 年 月 日（土） ～ ・ 日（日） ～ ，国立国語研究16 8 21 13:00 17:00 22 10:00 15:00
所 参加者 名（ 日：講演 ， 名（ 日：ワークショップ ）142 21 39 22） ）
日（土）21






Ａ「アイテム作成方法 （専修大学 赤木浩文，立教大学 足立章子）」
Ｂ「測定の実際 （常磐大学 中村洋一，国立国語研究所 杉本明子）」
第 回「話しことば教育における学習項目 （名古屋大学留学生センターと共催）3 」
（ 年 月 日（土） 名古屋大学国際開発研究科棟 階 参加人数 名）2003 11 6 8 116
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（平成 年 月 日（日） ～ ・ 日（月・祝） ～ ，国立国語研究17 3 20 13:00 16:50 21 10:00 15:00
所（立川新庁舎） 参加人数 名（ 日：講演 ， 名（ 日：ワークショップ ）110 20 39 21） ）
日（日）20








（平成 年 月 日（日） ～ ，国立国語研究所（立川新庁舎）17 3 27 13:00 16:00
参加人数： 名（非公開形式 ）10 ）
「 による作文添削情報表示システム 」の仕様説明と添削タグ付与作業XML ver.2
の実習。本システムを用いた研究の可能性に関する議論。
【遠隔研修】
平成 年度は，平成 年度までの 対応事業「 研修」のセミナー受講者を対象と16 15 e-Japan IT
した遠隔教育の知見を踏まえて，以下の活動を行った。
韓国釜山市の高校で日本語を教えている韓国人日本語教師 名，日本の高校で韓国語を教12
えている教師 名，中立的な役割を担う韓国滞在経験のある日本語教師 名，合計 名に対6 5 23







1,100 300 62である 作成された素材は 静止画像が 枚 動画像が合計 分相当 意見交換回数が。 ， ， ，
8 WebCT回 授業交流が 時限分である これらのプロトコル 足跡 や電子化情報 資源はすべて， 。 （ ） ，
上に保管されており，関係者は自由に閲覧・利用できる。また，うち約 ％は，研究所のサ50
ーバーに保管されており，一般に公開されている。最終的には，補足情報を付加した上ですべ




































から回答が得られた。このうち 「非常に参考になった 「新しい情報が得られた 「分かりやす， 」 」












， ， ，短期研修は 日本語教育に関連する最新の研究成果を紹介するという場でもあり その意味で
一定の学術的有用性があると言える。また，短期研修の内容を基にした『日本語教育ブックレッ

















































・ 『日本語教育のための教員養成について （平成 年 月 日本語教員の養成に関する調』 12 3
査研究協力者会議：文化庁文化部）











































けられており 「日本語教育指導者養成プログラム （修士課程 「日本言語文化研究プログラ， 」 ），
ム （博士課程）からなる。」
修士課程では，連携 機関の教員が分担して，言語領域（日本語表現法 日本語学 言語学3
社会言語学 対照言語学等 ，言語教育領域（日本語教育概論 日本語教授法 第二言語教育論）














鷲見高志（ 年 月まで七五三掛哲郎）16 1
相澤正夫 杉戸清樹 熊谷康雄 山崎誠 前川喜久雄 井上優
柳澤好昭 横山詔一 熊谷智子 金田智子 椙本総子 塩田俊仁
修士課程部会：柳澤好昭 熊谷智子 椙本総子 塩田俊仁
博士課程部会：杉戸清樹 横山詔一 金田智子 塩田俊仁
修士課程の講義・修了論文等指導担当：井上優 柳澤好昭 横山詔一 笹原宏之
熊谷智子 三井はるみ 宇佐美洋 野山広 柏野和佳子
小河原義朗 菅井英明 杉本明子 椙本総子 福永由佳 朝日祥之
博士課程の指導担当：相澤正夫 杉戸清樹 宇佐美洋 金田智子
（連携機関の教官と指導教官グループを形成）
























平成 年 月に受け入れた修士課程第 期生（ 名）に対して，講義・演習・修了論文15 10 3 9
等作成指導を継続した結果，平成 年 月に全員が修士学位を取得して課程を修了した。16 9
3 16 9 A4修了論文・レポートは『日本語教育指導者養成プログラム論集 （第 号 年 月刊』
判 ページ）に収録・公刊された。320
6 4 16 10 17これに続いて 入試選抜を経た 名を第 期生として平成 年 月に受け入れ 平成， ，
年 月の課程修了を目指して講義・演習・修了論文等作成指導を継続している。 名の出身9 6








さらに，第 期生を平成 年 月から受け入れることを目指して，その募集，選抜試験5 17 10
（書類審査，筆記試験，面接試験等）等を 年度末までに進めた。海外から 名の応募が16 36













， （ ） 。博士課程は 第 期生 名 中国 を平成 年 月から受け入れて指導を継続している1 1 15 10
その指導には，研究所から杉戸清樹が主担当指導教官，金田智子が副担当指導教官として参
加しているほか，政策研究大学院大学から 名，日本語国際センターから 名，さらに中国1 1
・北京日本学研究センター（研究所と学術交流協定関係にある）の教官が 名，計 名が参1 5
加している。
また，第 期生は，海外からの 名の応募者から 名（タイ国）を選抜試験（書類審査2 12 1
・筆記試験・面接試験等）を経て受け入れ，平成 年 月から指導を開始した。この指導16 10
には，研究所から相澤正夫が主担当指導教官，宇佐美洋が副担当指導教官として参加してい
るほか，政策研究大学院大学から 名，日本語国際センターから 名，計 名が参加してい1 1 4
る。
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平成 年度から創設する検討を，平成 年度に進めた。17 16
これは，当初，一橋大学からの提案を受けて協議を始めたものである。所長・理事と先方の
学長・研究科長・センター長との基本的合意に基づき，研究所の大学院運営委員会に「一橋部
会」を設け，井上優・前川喜久雄・山崎誠・七五三掛哲郎・塩田俊仁（ 年 月まで杉戸清16 9
樹も）が部会員として一橋大学関係者との実務的協議に当たった。
平成 年 月までに，カリキュラム構成，教育・指導担当体制等を作成し，大学院生の募17 3





































16 166研究機関等の求めに応じ 職員を派遣した 平成 年度の研究機関等への派遣実績は， 。
。 （ ）件であった また, 平成 年度に引き続き 文化庁国語課へ研究員 名をに併任 週 日15 , 1 2
した。マスメディア等の取材・出演については， 件の依頼すべてに対応した。取材等に35






国立大学 件 私立大学 件 その他 件47 , 14 , 3
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（２）委員会等委員（ 件）41




8 , 23 , 14 , 3 ,国の機関等 件 大学等 件 地方公共団体 件 民間団体等 件
海外機関 件 その他 件6 , 7
依頼 件中 件対応○マスメディア等の取材・出演内容 35 35
（１）単発対応（ 件）30
新聞社 件 出版社 件 テレビ局 件 ラジオ局 件 企業 件 その他 件9 , 5 , 9 , 2 , 1 , 4
（２）連載対応（ 件）5
国の機関 件 新聞社 件 出版社 件 ラジオ局 件1 , 1 , 1 , 2
派遣先例：朝日新聞社 読売新聞社 毎日新聞社 講談社 フジテレビ, , , , NHK, TBS,





























年度に引き続き施設公開を実施した。研究所への見学案内実績は，計 件 名であった。7 35
（見学案内内訳）
1 , 2 ,財団法人日本国際協力センター 名 富山県新湊市立新湊西部中学校 名
5 , 12 , 5 ,愛知県新川町立新川中学校 名 弘前大学 名 皇學館大学 名
東京都大田区立羽田中学校 名 東京都板橋区立志村第一中学校 名3 , 7







「国語研の窓」部会：新野直哉（部会長） 大西拓一郎 辻野都喜江 米田純子
田島正幸 鈴木美保子
（１）従来と同様，年 回発行した。上記部会は平成 年 月に発足し， 号（平成 年4 16 4 20 16
月 ， 号（同年 月 ， 号（平成 年 月 ， 号（同年 月）を作成した。7 21 10 22 17 1 23 4） ） ）
（２）各号はいずれも 判 ページで，基本構成は以下のとおり。A4 8
表紙写真 「暮らしに生きることば （言葉に関するエッセイ）p.1 , 」
「研究室から （国立国語研究所の研究事業の紹介・解説）p.2-3 」



























（ ） ， ，③ 平成 年度まで行っていた研究所旧庁舎 東京都北区 近隣の小中高等学校 区役所15
図書館等への送付を継続したのに加え 号より新庁舎（東京都立川市）近隣のこれらの, 20
機関への送付も開始した。
④ 前記①の際の不足防止 及び③に関する送付先の増加のため 号当たりの印刷部数を平, , 1
成 年度の 部から 部に増やした。15 5,000 6,000
（２）梱包・発送業務は業者委託とし，印刷物納品から発送までをより迅速かつ効率的に行
えるようにしている。
（３）紙媒体の「国語研の窓」の内容を別途活用する（ 版など）ことを視野に入れ 既WEB ,
刊号のうち最終的な電子データのない部分（ 号までの一部と 号）について，業者14 , 15
委託による電子データの作成を行った。
５８－４．概要等の刊行




「 」 。② より多くの国民に研究所を理解してもらうため 概要 をホームページへ掲載した,
（２）邦文概要については，当初 部を発行し，文部科学省所管の機関・独立行政法人，4,000
国立大学人文系研究所，人文系大学共同利用機関のほか 研究所の各種行事の参加者に対,
。 。 ，しても積極的に配布した 研究所内の来訪者用ブックスタンドでの需要も多かった また
立川移転に伴い 改訂版を 部発行した。, 2,000
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（３）英文概要「 」OUTLINE OF THE NATIONAL INSTITUTE FOR JAPANESE LANGUAGE
（ 判 ページ）についても 立川移転に伴い，改訂版を 部発行した。A4 16 , 1,000
５８－５．ホームページの充実
「外来語委員会 ，日本語教育短期研修，研究成果公開等，平成 年度の成果の上に，ホ」 15
ームページの活用を進めた 「日本語情報資料館」システムの改良 「日本語教育支援総合。 ，
ネットワークシステム 「日本語図書の海外提供システム ，蔵書目録，電子化報告書等の」， 」






平成 年度 件10 115,680
平成 年度 件11 250,086
平成 年度 件12 434,405
平成 年度 件13 1,498,758
平成 年度 件14 3,818,474
平成 年度 件15 6,086,098
平成 年度 件16 5,232,532
なお，平成 年度と比べ，アクセス件数は減となっているが，アクセス件数の飛び抜けて多15





究発表会 「ことば」フォーラム，国語研の窓など つの部会と，さらにそれらの調整機関， 7
として企画調整部会を設けるなど 統一性を持った広報活動を遂行できる体制を整備した。,
















（１） 平成 年度及び過去 年間の外部資金の獲得状況は以下のようになっている。16 3
区 分 年度 年度 年度 年度13 14 15 16
万円 万円 万円 万円獲 得 金 額 16,280 22,294 24,848 11,953
（内訳）
万円 万円 万円 万円科学研究費補助金 4,013 5,051 5,402 4,691
件 件 件 件（件数） 19 21 22 22
万円 万円 万円 万円科学技術振興調整費 11,597 12,095 11,996 0
件 件 件1 1 1
万円 万円 万円国等の委託費等 4,216 6,323 5,464




万円 万円 万円 万円版権及び著作権使用料ほか 631 932 1,127 1,798




人通信総合研究所及び東京工業大学との共同事業平成 年度から 年計画）が終了した, 11 5
ため総額で減となっているが，版権及び著作権使用料等は着実に増加している。
科学研究費補助金は，平成 年度と同件数で金額は 万円である。15 4,691
国等の委託事業について 平成 年度は「電子政府の文字基盤となる汎用電子情報交, 16
換環境整備プログラム （経済産業省公募事業 日本規格協会及び情報処理学会との共同」 ,
事業 平成 年度から 年計画）が継続採択（ 万円）されるとともに「発話を重視, 14 4 5,214 ,
した日本語 システムの開発 （総務省戦略的情報通信研究開発推進制度 北陸先e-Learning ,」
端科学技術大学院大学及び宮城教育大学との共同事業 平成 年度から 年計画）が継, 15 3
続採択（ 万円）された。130




ソフト社]（平成 年度から 年間） 万円16 3 30
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特に, 版権使用料等は毎年度着実に増えており，平成 年度は「分類語彙表増補改訂16 ,
,版 データベース及び 日本語話し言葉コーパス データベースの販売に努めるなどして」 「 」


























（１）昭和 年 月 日，多極分散型国土形成促進法に基づく国の行政機関等の移転に関す63 7 19
る閣議決定により，移転対象機関となった。
（２）平成元年 月 日，国の機関等移転推進連絡会議において移転対象機関の移転地また8 24
は移転候補地が決定し，国語研究所の移転候補地が立川に決定した。
（３）平成 年度に設計業務を完了し，建築工事に着手し，平成 年 月 日に建物が完13 16 10 29
成した。
（４）工事完成・引き渡し後，財務省より平成 年 月 日に現物出資を受け， 月末に引17 1 5 1
越を行い，平成 年 月 日より立川新庁舎で事業を開始した。17 2 1







（５）工期：着工平成 年 月 日，竣工平成 年 月 日14 3 15 16 10 29
（６）建物の特徴













（１）移転事業を円滑に進めるため，平成 年 月 日付で管理部に「移転推進室」を設置15 5 1
し，膨大な作業内容（移転スケジュールの作成，特定国有財産整備・移転費及び建物新営
設備費の予算要求，新庁舎の運営・保守業務及び警備形態等）を集中的に処理した。















（８）職員の施設についての理解のため平成 年 月 日・ 日の両日で新庁舎の見学会15 11 11 12
- 132 -
を実施した。
（９）平成 年 月末に建物が完成し 月 日 国土交通省より完成した新庁舎の引き渡16 10 , 11 19 ,
しを受けた。
（ ）移転を円滑に行うため 移転説明会を平成 年 月 日及び 月 日の 回実施し10 , 16 12 1 12 22 2
た。
（ ）立川新庁舎への引越（本移転）を 月 日～ 月 日に実施した。11 1 26 1 31
（ ）平成 年 月 日より新庁舎での事業を開始した。12 17 2 1
（ ）平成 年 月 日に新庁舎竣工記念式典が挙行された。13 17 3 9
（ ）財務省への北区旧庁舎返還のため 原状回復に係る不要物品の処分 関係機関への廃止14 , ,
手続き等を 月 日～ 月 日に行った。2 1 3 31
６１．人事計画
○適切な配置等
１ 国立国語研究所における事務系職員の人事計画は 従来管理部の課長補佐以下の職種は,（ ） ，
他機関との人事交流により得られる人事の活性化を基礎として行ってきた。平成 年度は16
事務系職員の人事交流を次のとおり実施した。
課長補佐 名転出 係長 名転出 専門職員 名転出 係員 名転入 名転出1 , 1 , 1 , 2 1
合計 名転入 名転出2 4
交流機関は以下のとおり。
転入：東京大学 名 東京医科歯科大学 名1 1
転出：東京大学 名 東京医科歯科大学 名 （独）メディア教育開発センター 名1 2 1





, 16 4を実施し 応募のあった者を厳正に審査し採用者を決定することとしている。平成 年




に特別奨励研究員の称号を付与して任用することとしている。平成 年度は 名をこれ16 1
に任用した。






た結果 職員全員が受診した。また，能力開発研修には 研究所の業務に支障がない限り, ,
積極的に参加するよう指導した。
① 健康診断の実施
ア 定期健康診断 名受診 イ 人間ドック 名受診50 46


































1 , 5 , 2 ,自然言語処理研究会 名 日本方言研究会 名 関東甲信越静著作権セミナー 名
1 , 2004 1 , 3 ,記録管理学会例会 名 日本言語学会夏期講座 名 日本語教育学会 名
2 , 2 ,日本教育工学会 名 大学日本語教育養成課程研究協議会 名



















































































































（３）平成 年度に つの高校の高校生を対象に実施した言語能力テストの結果を日本教育15 7
社会学会で発表した。このテストについては，平成 年度にも 校を対象にフォローア16 2
ップ調査を行っている。







（８ 「毎日新聞 年版」及び「新潮文庫の 冊」を対象にした漢字調査を行った。） 2003 100






平成 年～ 年度（第 年次）（年度計画） 14 17 3
基盤研究（Ｂ （１）（研究種目） ）
大西拓一郎（研究代表者）
































2004 , 43,pp.52-62大西拓一郎 動詞 する の東北方言における分布と解釈 国語学研究（ ） 「 「 」 」『 』
小西いずみ（ ） 「富山・金沢方言における形容詞の副詞化接辞「ナト・ラト」と「ガニ」2004
, 7-1,pp.63-74─方言にみられる文法化の事例─」『社会言語科学』
2005 7渋谷勝己（ ） 「山形市方言の文末詞シタ 『阪大社会言語学研究ノート』」







































平成 年～ 年度（第 年次）（年度計画） 14 17 3
基盤研究（Ｂ （２）（研究種目） ）
田中牧郎（研究代表者）























15 1895 1909 1925 1894 1895平成 年度までに作成した 太陽 年 年 年 及び 女学雑誌 ・『 』 ， ， ， ，『 』






















































平成 ～ 年度（第 年次）（年度計画） 15 17 2
基礎研究（Ｂ （２）（研究種目） ）
柳澤好昭（研究代表者）































平成 年～ 年度（第 年次）（年度計画） 16 18 1
基盤（Ｂ （２）（研究種目） ）
前川喜久雄（研究代表者）
小磯花絵 小椋秀樹 菊池英明（早稲田大学） 伝康晴（千葉大学）（研究分担者）
日比谷純子（国際基督教大学）
（研究の概要）
代表者らが ～ 年に構築して一般公開した世界最大の自発音声データベースである1999 2003
『日本語話し言葉コーパス』を定量的かつ多面的に解析することによって 現代日本語の自然な,
話し言葉における種々の言語変異（ ）の実情を把握し その分類を確立するこlinguistic variations ,
とである。音声 音韻 形態論 統語 談話の各レベルにおける変異現象を取り上げる。, , , ,
（学術的・社会的有用性）










『 』 。平成 年度は 日本語話し言葉コーパス から以下の研究用データを抽出ないし派生させた16






上に記したデータを整備したほか 形容詞連用形のアクセント ガ行鼻濁音の濁音化 助詞の撥, , ,
音化 句末イントネーションと発話スタイルの相関などについて準備的な分析を進めた。また以,
下の研究論文を発表した。
, 15,111-133, 2004:04.（１）前川喜久雄「 日本語話し言葉コーパス』の概要」日本語科学『
（２）小椋秀樹 山口昌也 西川賢哉 石塚京子 木村睦子「 日本語話し言葉コーパス』におけ, , , , 『
, 16, 63-113, 2004:10.る単位認定」日本語科学
















諸般の事情により，第 年次より井上が研究代表者を引き継いだ ）2 。
（学術的・社会的有用性）
「学習者の母語別の日本語教育」というテーマは古くて新しいテーマであるが 「日本語教育，






国（北京市，山西省太原市）において 『標準日本語（中級 』の文章を材料として，中国人， ）
学習者にとっての読解の困難点 「た 「受身 「指示詞」の使用の困難点の調査を行った。， 」 」
文法説明が満たすべき条件について検討した。森山は，非母語話者に対する
（16年度の研究成果）
井上優 学習者の母語を考慮した日本語教育文法 野田尚史編 新しい日本語教育文法 く「 」 『 』（,
ろしお出版）





































平成 年～ 年度（第 年次）（年度計画） 14 16 3
基盤研究（Ｃ （２）（研究種目） ）
福永由佳（研究代表者）




































（ ）平成 年～ 年度 （第 年次）年度計画 15 17 2
（ ）基盤研究 （Ｃ （２）研究種目 ）
（ ）相澤正夫研究代表者

















， ， （ ） ，（ ）平成 年度は 第 年次として平成 年度に引き続き 次の ア を主たる対象とし イ16 2 15
を参考にしながら，①「基盤情報の収集・整備」を継続した。
（ア 「新聞切抜きデータベース （国立国語研究所作成）の記事（約 万件 。） 」 ）11
（イ 『言語生活 （月刊雑誌，筑摩書房刊， 年～ 年）の特集記事。） 』 1951 88
また，①の作業と並行して，これに，次の（ウ （エ （オ）等から得られた知見を加味しな） ）
がら，②「事例研究の実施 ，及び ③「言語問題の見取り図の作成」を継続した。」
ウ 「国語に関する世論調査 （総理府，文化庁国語課調査）の調査項目・調査結果。（ ） 」
（エ 『国語年鑑 （国立国語研究所作成）の収録論文，展望記事。） 』
（オ 『国語学 （国語学会機関誌）の学界展望記事。） 』
（16年度の研究成果）
・ 言語問題の見取り図」の修正版（未完）「
192 2004.9・相澤正夫「 外来語』言い換え提案をささえる意識調査 『時報 市町村教委』 ，『 」
・相澤正夫，朝日祥之，吉岡泰夫「行政コミュニケーションにおける外来語・略語・専門用語の
15 2005.3問題点 『社会言語科学会第 回大会発表論文集』」
2004 2004.11・池田理恵子・辻野都喜江「新聞記事に見る分野・話題の推移 『国語年鑑 年版』」
・田中ゆかり「携帯メイルハード・ユーザーの『特有表現』意識 『表現と文体 中村明先生記」
2005.3念論文集』
2005.3・田中ゆかり「携帯メイルにおけるキブン表現 『語文（日本大学国文学会 』」 ）
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外国人定住者の社会的統合に関する政策提言のための実態調査（研究課題名）
平成 年～ 年度（第 年次）（年度計画） 15 16 2
基盤研究（Ｃ （２）（研究種目） ）
菅井英明（研究代表者）


































































Web体が表示できるよう工夫されている その長所を十分に生かしながら 本研究では英語版の。 ，
漢字辞書のシステム設計を行った。本研究の主眼は，｢文字化けを防ぐ｣ことにある。検索画面に
表示される文字は，｢文字グリフ｣として提供することにした。ここでの文字グリフとは字体の骨
組みを示す文字図形デジタルデータ（つまり画像ファイル）を意味し， 文字を ファイルの形1 1
式でブラウザ等に配信する。
（16年度の研究成果）
Yokoyama Shoichi, Long Eric, Yoneda Junko, Wada Yukiko, Kuroda Shnjiro, & Shimokawa Kazuo
2004 9 Web IME: Web-based Japanese input method editor applied to a search（ 年 月）




























第 年次である平成 年度は，予定した（１）調査研究計画の立案 （２）協働志向の教育実1 16 ，
践・実践研究の実態調査及びデータベース化 （３）教育実践の記録・記述・分析のうち （１）， ，
と（２）を重点的に行った。新たに 名の研究協力者を得て，平成 年度以降の実践研究の計3 17
画を立て，同時にデータベースの作成方針及び公開方法を検討した。協働志向の実践に関する文














GAJ , LAJ Geographical『方言文法全国地図 （ ） 『日本言語地図 （ ）を地理情報システム（』 』
）に組み込むことを目的とする。このことにより，方言分布の分析の客Information System=GIS
観性を高めるとともに，諸種地理情報の統合を目指す。




























， （ ） ，平成 年度は 標高データと方言データの重ね合わせ オーバーレイ を中心に研究を進め16
に基づく新たな研究観点を方言学に導入した。GIS
（16年度の研究成果）
2004 pp.84-102大西拓一郎 方言の東西境界と富山 日本海沿岸の地域特性とことば 桂書房（ ）「 」『 』（ ）
2004 GIS 23-15pp.18-28大西拓一郎 地理情報システム を利用した日本語研究 日本語学（ ）「 （ ） 」『 』
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コーパスに基づく話し言葉文体論の構築（研究課題名）






キストと韻律の両面から分析し 口調の構成要素を明らかにする。データとしては 代表者らが, ,
～ 年に構築して一般公開した世界最大の自発音声データベースである『日本語話し言1999 2003
葉コーパス』のうち 韻律情報が付与されている｢コア｣部分（約 万語分）を利用する。, 50
（学術的・社会的有用性）
話し言葉の文体論についての科学的な検討は未開拓の領域である。しかし その研究方法が開,
拓されれば 今後 音声学ないし言語学の応用領域として広く発展する可能性がある。社会的有, ,
用性としては 話し言葉教育ないし訓練の科学的基礎を提供する可能性があげられる。,
（16年度の研究実施状況）





上記（１）については 講演ごとに節境界ラベルの分布を調べ 明示的な文末表現が現れるま, ,
での長さ（形態素数）を測定し 個人によって大きく異なることを確認した。また 学会講演で, ,
は文末表現が現れるまでの長さが長く 模擬講演では短い傾向にあることが分かった。このよう,
な傾向は 短い文をつなげながら話を展開する発話スタイルと 長い 文をだらだらと話し続け, , 1
る発話スタイルとの違い また 講演の種類によって現れる口調の違いをとらえるための指標と, ,
して考えることができる。さらに 接続助詞「けれども 「けれど 「けども 「けど」という異, 」 」 」
形態の分布 また それと同様の機能を持つ接続助詞「が」の分布を調べたところ 学会講演では, , ,
「が」が顕著に多く 模擬講演では「けれども 「けど」が顕著に多いなど 異なる分布が観察さ, ,」
れた。このような傾向は 講演の種類によって出現する節境界の形態に指向性があることを示し,
ており 口調の違いをとらえるための指標として考えられる。,
上記（２）については いわゆる上昇イントネーションのうち 単純な上昇調と上昇下降調と, ,
, ,では 発話の丁寧さとの相関が逆転していることを確認した（改まった発話には単純上昇が多く
くだけた発話には上昇下降調が多い 。テキスト特徴との関係については 特定の節境界（ 並列） 「,
節ケレドモ」 「並列節ガ 「並列節ケドモ」 「理由節ノデ」等）では 上昇イントネーション, , ,」
が生じる確率が顕著に高い（ ～ ％）ことを確認した。また 単純上昇調と上昇下降調の相70 90 ,
対生起率に注目すると 多くの節境界（ 条件節ト 「並列節ガ 「テ節」等）では単純上昇調の, 「 」 」








本研究では 音声データベースに基づく定量的分析を通し 自発音声の言語変異の実態を解明, ,
すると同時に その言語変異の言語内的・外的要因を明らかにすることを目的とする。具体的に,






音声転訛現象は 話者の属性や発話の場面といった社会的要因とも関連しており 聞き手に対, ,
する印象にも大きく影響を与えるものであるが その詳細は十分には解明されていない。本研究,
では 言語内的要因だけでなく言語外的要因にも着目することで 音声転訛現象を引き起こす要, ,
因や聞き手に与える印象を多角的にとらえることができる。また音声認識を用いた対話インター
フェースの開発が進む中 我々が日常話している音声がどのようなバリエーションを持っている,
のかを 実データに基づき解明することが求められており 本研究の成果は工学的観点からも意, ,
義あるものと言える。
（16年度の研究実施状況）
平成 年度に整備した音声データ資料（約 時間分）に基づき 助詞「の」の撥音化と言語15 45 ,
内的要因・言語外的要因との関係を分析した。その結果 以下のことが明らかになった。,
（１）撥音化の生起が 音韻環境や助詞の機能といった言語内的要因に影響を受ける。,




備を行ったが 平成 年度はその整備に関する知見をとりまとめ学会で発表した。, 16
（16年度の研究成果）
小磯花絵・前川喜久雄 「助詞の撥音化現象： 日本語話し言葉コーパス』を用いた音. 2005.3. 『
SIG-SLUD .声転訛現象の分析 『人工知能学会研究会資料 』」
. 2005.3.間淵洋子・西川賢哉・土屋菜穂子・相馬さつき・籠宮隆之・小磯花絵・前川喜久雄
































『文明新消息往来 （明治 ） 『童蒙必読維新漢語往来 （明治 ）』 』7 7
『維新御布告往来 （明治 ） 『新撰日用 開化消息往来 （明治 ）』 』9 11
（16年度の研究成果）
平成 年度の研究成果は以下のとおりである。16
明治初期語い集型往来（ 種）語彙索引（ 文明新消息往来 （明治 『童蒙必読維新漢語4 7『 』 ），








































































（１）日本語母語話者を対象に 「提案」及び「提案に対する同意･不同意」が現れる， 人， 2
組，計 組の会話データ（音声データ）を収集し，文字化を行った。1 20






日本語母語話者のデータ 組，日本語学習者のデータ 組を収集した。また，日本語母語話20 15
者のデータをもとにして，次の論文を執筆した 「提案に対する反対の伝え方―親しい者同士の。











協力者：薛根洙（韓国・全北大学校， 月まで ，韓有錫（韓国・東新大学校， 月から）6 7）
沢咲子（全北大学校・大学院生） 申鉉善（同） 李鍾榮（同学部生）
蔡洙鉉（同学部生） 洪成昊（同学部生）
15 1 16作業中のデータベースの元ファイルは，平成 年 月のファイルを元にしていたが，平成
年 月に『分類語彙表－増補改訂版－』が刊行されたのを受けて，市販本で新たに修正された箇1
所について，対応する韓国語の部分についても修正を施した。




























































































































































































































































































































































































































よる災害を受けた役員に対する福祉事業については 特定独立行政法人の職員の例による (役， 。
員に係る労働者災害補償保険法の適用除外)






























































































































































































附 則 (平成一二年一一月二七日法律第一二五号) 抄
(施行期日)
第一条 この法律は，公布の日から施行する。
附 則 (平成一四年二月八日法律第一号) 抄
(施行期日)
第一条 この法律は，公布の日から施行する。





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の実績情報を蓄積・分析し 各種研修の内容の見直しと計画策定を行う 平， （
成17年度に研究報告書を作成する 。。）












































































































































































































































平成 6年 1月 第１回国際シンポジウム開催































役 員 所 長 甲斐 睦朗 日本語教育部門 部 門 長 杉戸 清樹
理 事 韮澤 弘志 第一領域 領 域 長 井上 優
監事 窪川 秀一 主任研究員 宇佐美 洋(非常勤)
〃 西原 鈴子 〃 金田 智子
研 究 員 杉本 明子
管 理 部 管理部長 鷲見 髙志 〃 福永 由佳
総 務 課 課 長 田島 正幸 〃 小河原義朗
課長補佐 塩田 俊仁 〃 菅井 英明
総務係 係 長 髙山 和男 〃 椙本 総子
係 員 新井田貴之 第二領域 領 域 長 柳澤 好昭
〃 鈴木美保子 主任研究員 嶋村 直己
（図書）係 員 綱川 博子 〃 野山 広
企画評価係 係長(併任： ） 研 究 員 植木 正裕塩田 俊仁
係 員 國谷 勝伸 〃 早田美智子
人事係 係 長 権藤智香子
係 員 堀江 直子 情報資料部門 部 門 長 熊谷 康雄
会 計 課 課 長 佐々木和彦 上席研究員 米田 正人
課長補佐 藤崎 敏雄 第一領域 領 域 長 伊藤 雅光
専門職員 佐野 一良 主任研究員 井上 文子
総務係 係長(併任： ） 〃 池田理恵子藤崎 敏雄
経理係 係 長 中山 和則 〃 新野 直哉
係 員 安藤 直明 研 究 員 齋藤 達哉
用度係 係 長 林 哲也 〃 辻野都喜江
係 員 松岡 幸恵 〃 中山 典子
第二領域 領 域 長 横山 詔一
研究開発部門 部 門 長 相澤 正夫 主任研究員 山田 貞雄
上席研究員 吉岡 泰夫 研 究 員 森本 祥子
第一領域 領 域 長 山崎 誠 〃 朝日 祥之
主任研究員 田中 牧郎 〃 小高 京子
〃 笹原 宏之 〃 塚田実知代
研 究 員 柏野和佳子 〃 礒部よし子













年 歳 出 予 算 科学研究費補助金
度 人 件 費 事 業 費 合 計 件数 交付金額
千円 千円 千円 件 千円
11 563,824 431,552 995,376 14 20,900
12 558,997 441,311 1,000,308 17 30,700
13 612,804 584,056 1,196,860 (1,073,778) 15 36,760
14 617,288 701,898 1,319,186 (1,194,977) 17 47,860
15 605,647 783,095 1,388,742 (1,199,848) 19 48,700





名 称 計第一号館 第二号館 第三号館 第二資料庫
第四号館 附属建物（ ）
構 造 ＳＲＣ ＲＣ ＲＣ ＲＣ ＲＣ
地上５階 地上３階 地上２階 地上１階 地上１階
地下1階
1,073 966 121 213 106 186 2,665建面積㎡
5,719 3,015 238 213 106 330 9,621延面積㎡
建設年月 昭51.12 昭49. 3 昭51.12 昭40. 3 昭41. 1
平成17年2月 1日から（立川市緑町）
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